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開会 午前 ９時５９分

◎開会宣告

〇議長 北谷文夫君 おはようございます。ただいまから平成２１年第１回砂川市議会定

例会を開会いたします。

◎開議宣告

〇議長 北谷文夫君 本日の会議を開きます。

◎日程第１ 会議録署名議員指名

〇議長 北谷文夫君 日程第１、会議録署名議員の指名を議題とします。

会議録署名議員は、会議規則第７８条の規定により、増田吉章議員及び吉浦やす子議員

を指名します。

本日の議事日程並びに議長の諸般報告は、お手元に配付のとおりであります。

◎日程第２ 会期の決定

〇議長 北谷文夫君 日程第２、会期の決定を議題とします。

お諮りします。

今定例会の会期は、本日から３月１８日までの１０日間にしたいと思います。ご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、会期は１０日と決定いたしました。

◎日程第３ 主要行政報告

〇議長 北谷文夫君 日程第３、主要行政報告を求めます。

市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） おはようございます。平成２０年第４回定例市議会以降

における主要行政について報告を申し上げます。

まず、２ページをお開きいただきたいと思いますが、総務部広報広聴課の関係では、１

点目の市長と“すながわ”を語ろうについて、１２月１７日、公民館において社会教育事

業「青年コミュニティ学院」の参加者８名とまちづくりに対する意見交換を行ったところ

であります。

４点目の砂川市新年交礼会については、１月の９日、砂川パークホテルにおいて実施を

いたしまして、２６５名のご参加をいただいたところであります。

３ページの７点目の砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更に伴う北海道との事前協

議について、２月の１０日、過疎対策事業債を活用し、国営土地改良事業の地元負担金の
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繰上償還を行うために必要な砂川市過疎地域自立促進市町村計画の変更に伴う北海道との

事前協議は整ったところであります。

８点目の地域活性化・生活対策臨時交付金について、２月の６日、国の第２次補正予算

において地方自治体が地域活性化等に資するインフラ整備を進めるための地域活性化・生

活対策臨時交付金が創設されたことに伴い、実施計画を策定し、空知支庁を通じて内閣総

理大臣に提出したところであります。

次に、６ページの市民部社会福祉課の関係では、１点目の生活困窮世帯年末見舞金の支

給について、１２月に民生児童委員を通じて９９世帯に支給をしたところであります。

次に、９ページの経済部商工労働課観光課の関係では、１点目の緊急保証制度認定状況

について、１０月３１日から開始された緊急保証制度により利用を希望する２８企業を認

定したところであります。

２点目の中心市街地商業活性化・診断サポート事業について、中心市街地活性化協議会

では商店街の回遊策を検討するため中小企業基盤整備機構北海道支部による事業を活用し、

記載のとおり「市民ニーズ調査」を実施したところであります。

１０ページの４点目のイージーオーダー説明及び相談会について、２月の１８日、地域

交流センターゆうにおいてビジネスの発展と地域活性化を目的に、地元が要望するテーマ

に応じて北海道経済産業局と地元自治体との共催で実施する施策等の説明及び相談会につ

いて農商工連携をテーマに開催をしたところであります。

次に、１１ページの６点目の社団法人滝川砂川広域シルバー人材センターの広域解消に

ついて、昭和６０年に設立した社団法人滝川砂川広域シルバー人材センターはこれまで広

域により運営をしてまいりましたが、砂川地区より広域解消による離脱を同センターに申

し入れ、２月の１７日開催の臨時総会において離脱が承認されましたので、４月１日から

一般社団法人砂川シルバー人材センター設立に向けて現在準備作業を進めているところで

あります。

７点目の砂川地域通年雇用促進協議会について、通年雇用化の促進を図るため、記載の

とおり、通年雇用バックアップ事業として事業所戸別訪問、経営セミナー、経営相談を行

うとともに、通年雇用化チャレンジ事業として２つの講習を実施したところであります。

次に、１３ページの農政課の関係では、４点目の耕作放棄地解消計画の作成及び報告に

ついて、１月の３０日、９月から１１月にかけ、１１月にかけて農業関係機関の協力を得

て行った現地確認調査により耕作放棄地並びに農地所有者を選定し、確定し、５カ年の耕

作放棄地解消計画を作成するとともに、北海道に報告したところであります。

次に、１８ページの市立病院の関係では、３点目の砂川市立病院改革プラン策定委員会

の開催について、１月の２９日、２月１０日の両日策定委員会を開催し、砂川市立病院改

革プランを決定をしたところであります。

４点目の附属看護専門学校受験状況について、平成２１年度入学の推薦入学試験につい
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ては１１月５日、受験者９名に小論文、面接試験を実施をいたしました。１１月１２日、

受験者全員の合格を発表したところであります。また、一般入学試験については、１月の

２２日、受験者９０名に１次試験、２月の４日に受験者６９名に２次試験を実施し、２月

の１０日に３０名の合格者を発表したところであります。

以上申し上げまして、主要行政報告といたします。

◎日程第４ 教育行政報告

〇議長 北谷文夫君 日程第４、教育行政報告を求めます。

教育長。

〇教育長 四反田孝治君 （登壇） おはようございます。前定例会以降におきます教育

行政の主な内容につきましてご報告を申し上げます。

初めに、学務課所管でありますが、１点目の公立高等学校入試出願状況について申し上

げます。２月１３日、北海道教育委員会は平成２１年度の公立高等学校入試出願状況を公

表いたしました。砂川高等学校は、定員１６０名に対し出願数は１６３名で、３名の定員

オーバーとなったところであります。空知北学区の出願状況は、表のとおりであります。

次に、２ページ、社会教育課所管について申し上げます。３点目、財団法人砂川市生涯

学習振興協会の解散についてであります。財団法人砂川市生涯学習振興協会は、市民の健

康増進及び市民の文化を図るとともに、市民参加のスポーツ及び文化の環境づくりに寄与

することを目的に市が３，０００万円を出資し、平成１０年７月１日設立され、総合体育

館を初めとする施設の管理運営とスポーツ・文化振興事業を行ってまいりました。平成１

９年１月、地域交流センター「ゆう」がオープンし、市が進める文化振興事業がＮＰＯ法

人「ゆう」に集約されたことによりまして、財団が定款で定める文化振興事業の実施が困

難となったこと、さらに行政の効率化を図るという行財政改革の方針により、財団による

体育施設及び公民館の指定管理者としての指定が終了する平成２１年３月３１日をもって

解散することが２月１８日開催の理事会、評議員会において議決されたところであります。

次に、４点目、平成２０年度地域伝統文化功労者表彰の受賞について申し上げます。平

成２０年９月、砂川市が第１号で指定いたしました無形民俗文化財「街頭もちつき」の保

持団体である「砂川もちつき保存会」が地域における伝統文化の振興に対する貢献が認め

られ、東京都中央区銀座に事務局がある財団法人伝統文化活性化国民協会から３月５日、

平成２０年度地域伝統文化功労者として表彰されたところであります。

次に、学校給食センター所管について申し上げます。今回で３回目となります「朝食

（食生活）についてのアンケート調査」を昨年１２月に市内小中学校の児童生徒の全員を

対象に行ったところであります。アンケート調査の回収率は、小学校児童９６．３％、中

学校の生徒が９３．２％で全体では９５．３％になり、昨年より５．２％上回ったところ

であります。「毎日朝食を摂るか」の問いでは、とらない日が多い（６．４％）、いつも
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とらない（１．７％）と合わせて８．１％となっており、これは昨年の１０．５％より若

干改ざん、改善されておりますが、今後のアンケートの結果の分析等を行い、食生活の改

善に結びつくように活用するとともに、学校や関係部署などとの連携を図り、啓発を推進

していく考えであります。

次に、交流センター交流推進課所管について申し上げます。地域交流センターゆうの利

用状況につきましては、昨年４月から今年２月までの施設利用の総計は２，２９９件、７

万４，８７４名であり、前年より２５９件の増、利用人員では１，９９６名の減となって

いる状況であります。

以上申し上げまして、教育行政報告とさせていただきます。

◎日程第５ 議案第１５号 砂川市介護従事者処遇改善臨時特例基金条例の制定

について

議案第 １号 平成２０年度砂川市一般会計補正予算

議案第 ２号 平成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算

議案第 ３号 平成２０年度砂川市下水道事業特別会計補正予算

議案第 ４号 平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算

議案第 ５号 平成２０年度砂川市介護保険特別会計補正予算

議案第 ６号 平成２０年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予

算

議案第 ７号 平成２０年度砂川市病院事業会計補正予算

〇議長 北谷文夫君 日程第５、議案第１５号 砂川市介護従事者処遇改善臨時特例基金

条例の制定について、議案第１号 平成２０年度砂川市一般会計補正予算、議案第２号

平成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算、議案第３号 平成２０年度砂川市下

水道事業特別会計補正予算、議案第４号 平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正

予算、議案第５号 平成２０年度砂川市介護保険特別会計補正予算、議案第６号 平成２

０年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算、議案第７号 平成２０年度砂川市病院事

業会計補正予算の８件を一括議題とします。

各議案に対する提案者の説明を求めます。

市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 議案第１５号 砂川市介護従事者処遇改善臨時特例

基金条例の制定についてご説明申し上げます。

制定の理由は、介護従事者の処遇改善のための緊急特別対策が決定され、介護報酬の改

定による介護保険料の上昇を抑制するため介護従事者処遇改善臨時特例交付金が公布され

ることに伴い、当該交付金を基金として積み立てるため本条例を制定しようとするもので

ありますが、このことに関して若干ご説明を加えさせていただきます。国では、生活防衛
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のための緊急対策として、介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難である現状を踏ま

え、介護従事者の処遇改善と人材確保等のため平成２１年度の介護報酬改定プラス３．０

％等により介護従事者の処遇改善を図ることとしております。これに伴う介護保険料の急

激な上昇を抑制する措置として、平成２１年度は改定による上昇分の全額を、平成２２年

度は改定による上昇分の２分の１を国費で負担することで第１号被保険者の負担を軽減す

ることとし、平成２１年度から平成２３年度までの３年間トータルで改定による上昇分の

２分の１を介護従事者処遇改善臨時特例交付金として市町村に交付することとしておりま

す。交付金については、市町村において基金を設置し、平成２０年度に受け入れることと

なっていることから、基金条例を制定するものであります。

それでは、２ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市介護従事者処遇改善臨時

特例基金条例でありますが、第１条は設置規定で、介護従事者の処遇改善を図るという平

成２１年度の介護報酬の改定の趣旨等にかんがみ、当該改定に伴う介護保険料の急激な上

昇を抑制するため、砂川市介護従事者処遇改善臨時特例基金（以下「基金」という。）を

設置するものであります。

第２条は、基金の額を定めるもので、基金として積み立てる額は、砂川市が交付を受け

る介護従事者処遇改善臨時特例交付金の額とするものであります。

第３条は、管理規定で、第１項では基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も

確実かつ有利な方法により保管しなければならないとし、第２項では基金に属する現金は、

必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができるものとするものでありま

す。

第４条は、運用益の処理を定めるもので、基金の運用から生じる利益は、介護保険事業

会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編入するものであります。

第５条は、繰りかえ運用の規定で、市長は、財政上必要があると認められるときは、確

実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができるものであります。

第６条は、処分の規定で、第１号では砂川市が行う介護保険に係る第１号被保険者の介

護保険料について、平成２１年４月施行の介護報酬の改定に伴う増加額を軽減するための

財源に充てる場合、第２号では前号の介護保険料の軽減に係る広報啓発、介護保険料の賦

課徴収に係る電算処理システムの整備に要する費用その他当該軽減措置の円滑な実施のた

めの準備経費等の財源に充てる場合に限りこれを処分することができるものであります。

第７条は、委任規定で、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めるもので

あります。

３ページの附則第１項は施行期日で、この条例は、公布の日から施行するものであり、

第２項はこの条例の失効の定めで、この条例は、平成２４年３月３１日限り、その効力を

失う。この場合において、基金に残額があるときは、当該基金の残額を予算に計上し、国
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庫に納付するものとするものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 （登壇） 議案第１号 平成２０年度砂川市一般会計補正予算

についてご説明いたします。

今回の補正は、第５号であります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であります。歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４

億８，５４１万１，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１１４億６，１１

０万３，０００円とするものであります。

第２条は、継続費の変更であります。８ページ、第２表、継続費補正に記載のとおり、

南吉野団地建設工事について総額と年割額を補正するものであります。

第３条は、繰越明許費であります。９ページ、第３表、繰越明許費に記載のとおり、国

の第２次補正予算に基づく地域活性化・生活対策事業、子育て応援特別手当支給事業及び

定額給付金給付事業について平成２１年度に繰り越すものであります。

第４条は、債務負担行為であります。１０ページ、第４表、債務負担行為に記載のとお

り、ごみ処理場維持管理委託の限度額及び認定農家支援利子、支援資金利子補給に係る限

度額の設定を行うものであります。

第５条は、地方債の変更であります。１１ページ、第５表、地方債補正に記載のとおり、

臨時地方道整備事業債から公的資金補償金免除借換債までについて１億３，２８０万円を

減額補正し、補正後の限度額を８億７，０３０万円とするものであります。

それでは、歳出からご説明いたしますが、大部分が決算見込みによる事業費の確定によ

るものでありますので、主なもの及び説明にアンダーラインを付してある新規事業を中心

に説明をしてまいります。

まず、７２ページをお開きいただきたいと存じます。２款総務費、１項１目一般管理費

で二重丸、公務災害に要する経費６万１，０００円の補正は、広報委員の広報紙配布中の

転倒によるけがについて公務災害認定及び医療費に係る経費であります。

７６ページ、５目財産管理費で一つ丸、財産管理に要する経費の財政調整基金積立金３

億２，３２５万８，０００円の減額は、財源調整によるものであります。

８０ページ、１５目地域活性化・生活対策費で二重丸、地域活性化・生活対策事業に要

する経費１億２，２１４万９，０００円の補正は、国の平成２０年度の第２次補正におけ

る生活対策の中の地方公共団体支援策として創設された交付金１億１，３３５万１，００

０円を原資として、国が示した地方再生戦略及び生活対策事業に該当する項目の中からイ

ンフラ整備などのための単独事業を実施するものであります。なお、補助事業については、

事業が限定されており、単独事業については平成２０年１０月３１日以降に実施される事

業とされているものであります。
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２項１目徴税費で一つ丸、市税の賦課事務に要する経費のうち標準宅地時点修正委託料

５万３，０００円の補正は、平成２０年４月１日現在で北海道が実施した地価調査の結果、

地価の下落があり、価格の修正のため砂川市内５地点の鑑定評価を行うための委託料であ

ります。

次に、８８ページ、３款民生費、１項３目身体障害者福祉費で一つ丸、身体障害者自立

支援に要する経費１，０９７万４，０００円の補正は、医療費で生活保護からの移行者の

増、給付費で就労継続支援通所者数の増によるものであります。同じく一つ丸、重度心身

障害者医療に要する経費１，８２５万１０００円の減は、高額対象、医療対象者の減によ

るものであります。同じく一つ丸、身体障害者地域生活支援に要する経費のうち地域活動

支援センター運営費補助金７５０万円の減は、ＮＰＯ法人砂川つばさについて地域活動支

援センターから就労継続支援事業所に移行したことによる減であります。

４目精神障害者福祉費で一つ丸、精神障害者地域生活支援に要する経費のうち自立支援

給付費５３１万６，０００円の補正は、就労移行支援者の増によるものであります。福祉

ホーム運営費負担金２１万６，０００円の補正は、精神障害者の共同住居である福祉ホー

ム事業について平成１８年１０月以降地域生活支援事業に位置づけされ、平成２０年度か

らグループホーム、ケアホームの居住地特例に準じて入居前の居住地である砂川市が費用

負担をするものであります。

次に、９２ページ、２項１目児童福祉費で二重丸、子育て応援特別手当支給事業に要す

る経費１，０２２万４，０００円の補正は、国の第２次補正における生活対策の中の生活

安全確保対策として、子育て応援特別手当が２０年度限りの緊急措置として創設されたも

ので、平成２年４月２日から平成１７年４月１日生まれまでの子が２人以上いる世帯で、

そのうちの平成１４年４月２日から平成１７年４月１日生まれまでの子が第２子以降であ

る場合１人につき３万６，０００円を支給するための経費であります。なお、対象は２４

５世帯、２６０人であります。同じく一つ丸、子ども通園センターの運営管理に要する経

費のうち備品購入費１３万８，０００円の補正は、ＦＦ式ストーブ更新による経費であり

ます。

次に、９６ページ、３項２目扶助費で一つ丸、生活保護費１億１，５４９万４，０００

円の補正は、医療扶助で月平均１０人の増による９，７２８万４，０００円の増が主なも

のであります。

次に、９８ページ、４款衛生費、１項２目予防費で一つ丸、感染症予防に要する経費の

うち肝炎ウイルス検査委託料２０万３，０００円の補正は、血糖値測定における採血器具

のキャップの取り扱いに伴う肝炎ウイルス検査実施に係る経費であります。

次に、１０８ページ、７款商工費、１項１目商工振興費で二重丸、企業振興促進補助金

１，２６５万８，０００円の補正は、企業施設建設５社、雇用奨励１社に対する補助金で

あります。
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同じく５目定額給付金給付事業費で二重丸、定額給付金給付事業に要する経費３億２，

１１９万円の補正は、国の第２次補正における生活対策の中の家計緊急支援対策としての

定額給付金給付事業で、給付対象者は基準日、平成２１年２月１日において住民基本台帳

に記載されている者、または外国人登録原票に登録されている者で、申請、受給者は給付

対象者の属する世帯の世帯主とし、給付額は給付対象者１人につき１万２，０００円、た

だし２月１日の基準日において６５歳以上及び１８歳以下の者については２万円とするも

のであります。発送開始日は３月１６日を予定しており、申請期限は申請受け付けから６

カ月であります。なお、給付費の内訳として、１万２，０００円支給される一般の方が１

万６２４人、２万円支給される６５歳以上の方が５，８８４人、同じく２万円支給される

１８歳以下の方が２，９３０人、１万２，０００円支給される外国人、一般の方が１７人、

２万円支給される外国人、６５歳以上の方が８人となるものであります。

次に、１１２ページ、８款土木費、２項２目道路橋梁維持費で二重丸、除雪機械整備に

要する経費１，１２０万３，０００円の減は、入札の減によるものであります。

次に、１１４ページ、３目道路橋梁新設改良費で二重丸、道路橋梁新設改良事業費１，

５０２万１，０００円の減は、事業確定による減であります。

次に、１３８ページ、１１款公債費、１項１目元金で一つ丸、地方債償還元金３，４０

０万円の減は、当初予定しておりました公的資金補償金免除借換債の一部の、一部を借り

かえを行わず繰上償還を行うこととしたため、当初予定の繰上償還を取りやめたことによ

る差が３，４００万円となるものであります。

１４０ページ、１２款諸支出金、２項３目病院会計繰出金３億７，４１８万６，０００

円の補正は、ルール分等による繰り出しであります。

次に、１４２ページ、１３款職員費、１項１目職員費で一つ丸、職員の給与等に要する

経費３，１０４万８，０００円の減は、中途退職者及び早期勧奨退職者によるものが主な

ものであります。

以上が歳出でありまして、歳入につきましては１３ページ、総括でご説明申し上げます。

１０款地方交付税は７，２７４万円の補正となりますが、普通交付税で当初予算計上３６

億４，０００万円に対して決定額が３７億１，２７４万円となったことによるものであり

ます。

１４款国庫支出金５億３，０９７万９，０００円の補正となりますが、生活保護費負担

金で８，６１０万円の増、子育て応援特別手当事業費補助金で１，０２２万４，０００円

の増、地域活性化・生活対策臨時交付金事業費補助金で１億１，３３５万１，０００円の

増、定額給付金給付事業費補助金で３億２，１１９万円の増などによるものであります。

１６款財産収入は２，３９４万３，０００円の補正となりますが、駅東部三砂団地跡地

及び南吉野教員住宅跡地等６件の土地売り払いなどによるものであります。

２１款市債は１億３，２８０万円の減となりますが、事業確定による減のほか公的資金



－12－

補償金免除借換債において借りかえの一部を取りやめたことによるものであります。

以上が歳入の主なものであります。なお、１４４ページに継続費に関する調書、１４６

ページに債務負担行為に関する調書、１４８ページに地方債に関する調書を添付しており

ますので、ご高覧いただき、よろしくご審議いただきますようお願いを申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 私から議案第２号、４号、５号、６号の４議案につ

いてご説明申し上げます。

初めに、議案第２号 平成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算についてご説

明申し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４，

４４２万６，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２５億１２８万４，００

０円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。３６ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で１１８万７，０００円の減は、一般管理事務に要する経費の給料以

下記載の人件費のほか、主に高額療養費の限度額据え置きによるシステム改修委託料１２

５万円の減、高齢受給者証の一部修正に伴うプログラム変更委託料１０万円の補正、また

国保事業共同電算化に要する経費として電算業務委託件数の増による６６万４，０００円

の増などによるものであります。

２目運営協議会費で５万７，０００円の減は、開催回数の減であります。

３８ページをお開き願います。２項１目賦課徴収費で３万９，０００円の増は、国保税

を年金から天引きする特別徴収と口座振替の選択制に関するお知らせ文書に係る事業費及

び役務費の増であります。

３項１目特別対策事業費で１０万６，０００円の増は、医療費適正化対策に要する経費

のうち共済費等の確定に伴う減、収納率向上対策に要する経費のうち職員手当等の増によ

るものであります。

４０ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目一般被保険者療養給付費で１，

２００万円の減、２目退職被保険者等療養給付費で４，７００万円の減は、医療費の減に

よるものであります。

２項１目一般被保険者高額療養費で２，６００万円の増、ページをおめくりいただき４

２ページでありますが、２目退職被保険者等高額療養費で９００万円の増は、いずれも件

数の増によるものであります。

３目一般被保険者高額介護合算療養費で４５万円の減、４目退職被保険者等高額介護合

算療養費で１９万８，０００円の減は、対象見込み数の減によるものであります。

４項１目出産育児一時金で２６０万円の増は、件数で７件の増及び平成２１年１月から
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産科医療補償制度創設により一時金を３万円増額したことによるものであります。

４４ページをお開き願います。３款後期高齢者支援金等、１項１目後期高齢者支援金で

５万３，０００円の減、４６ページの４款前期高齢者納付金等、１項１目前期高齢者納付

金で２２万５，０００円の減、４８ページの５款老人保健拠出金、１項１目老人保健医療

費拠出金で３３５万８，０００円の減、２目老人保健事務費拠出金で１，０００円の増、

５０ページの６款介護納付金、１項１目介護納付金で６５８万６，０００円の減は、それ

ぞれ支援金、納付金、拠出金の額の確定によるものであります。

５２ページをお開き願います。８款保健事業費、１項１目特定健康診査等事業費で７８

万２，０００円の減は、主に特定健診等に係る栄養士報酬等の補正及び特定健診受診者数

の減に伴う健診委託料の減によるものであります。

２項１目疾病予防費で１１６万４，０００円の減は、無受診世帯記念品、電算業務、が

ん検診、インフルエンザ予防接種各負担金等の事業費の確定によるものであります。

５４ページをお開き願います。９款基金積立金、１項１目基金積立金で１３万円の増は、

基金利息分であります。

５６ページをお開き願います。１１款諸支出金、１項１目一般被保険者過年度過誤納還

付金で７３７万７，０００円の増は、主に１９年度の療養給付費等負担金精算返還金であ

ります。

５８ページをお開き願います。１２款前年度繰り上げ充用金、１項１目前年度繰り上げ

充用金で１，６５７万９，０００円の減は、平成１９年度の国保特別会計での収支不足分

１，６５７万９，０００円を見込んでおりましたが、最終的に約８１８万円の単年度黒字

決算となったため前年度繰り上げ充用金が不要となったものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては７ページの総括でご説明させていただき

ます。１款国民健康保険税で２，６２７万３，０００円の減は、後期高齢者支援金分の創

設によりいわゆる３本立ての徴収方法となり、さらに実質的な賦課限度額の引き上げはあ

るものの、国民健康保険被保険者数及び課税所得が減少したことによるものであります。

２款国庫支出金で１，５０１万４，０００円の増、３款療養給付費等交付金で２，３８

７万１，０００円の減、４款前期高齢者交付金で３，２２４万９，０００円の減、５款道

支出金で８６７万６，０００円の減は、いずれも歳出の保険給付費に基づく国、診療報酬

支払基金及び北海道の負担ルール分の増及び減であります。

６款財産収入で１３万円の増は、基金利息分であります。

７款共同事業交付金で５４０万６，０００円の減は、高額医療費共同事業及び保険財政

共同安定化事業の対象医療費の減によるものであります。

８款繰入金で８４８万円の増は、一般会計繰入金で減となるものの国保基金繰入金で増

となることによるものであります。

９款繰越金で８１８万円の増は、前年度繰越金の額の確定によるものであります。
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１０款諸収入で２，０２４万５，０００円の増は、特定健診、特定健康診査負担金の減

及び本年度の収支不足を３，６２３万円と見込み、平成２１年度予算の繰り上げ充用金で

賄う雑入とすることによるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。

続いて、議案第４号 平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算についてご説

明申し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４３

５万６，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２億５，０２３万７，０００

円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。２０ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で５万６，０００円の増は、電算業務等委託料の増であります。

２２ページをお開き願います。２款医療諸費、１項２目医療費支給費で１５０万円の減

は、医療費の減によるものであります。

３目診査支払手数料で１万２，０００円の減は、受診件数の減によるものであります。

４目高額療養費で２９０万円の減は、対象給付額の減によるものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては５ページ、総括でご説明させていただき

ます。１款支払基金交付金で３４１万９，０００円の減、２款国庫支出金で２２３万６，

０００円の減、３款道支出金で５５万９，０００円の減は、医療費の減による負担ルール

分の減であります。

４款繰入金で５０万６，０００円の減は、主に医療費分の減によるものであります。

５款繰越金で１，０００円の減は、平成１９年度決算において繰越金が発生しなかった

ことによる減であります。

６款諸収入で２３６万５，０００円の増は、主に交通事故等による第三者納付金の増に

よるものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

続いて、議案第５号 平成２０年度砂川市介護保険特別会計補正予算についてご説明申

し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８，５

９６万８，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１４億３，１２８万６，０

００円とするものであります。

第２条は、地方債で、５ページの第２表、地方債に記載のとおり、起債の目的は財政安

定化基金貸付金、限度額は４００万円、起債の方法は証書借り入れ、利率は無利子、償還

の方法は借り入れを行った翌年度から３カ年以内に同期間内に収納された介護保険料を財
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源として償還する。ただし、市財政の都合により償還期限を短縮、または延長することが

できるものであります。

それでは、歳出からご説明を申し上げます。２６ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で３２５万５，０００円の増は、介護報酬改定等に伴う電算システム

改修委託料の補正によるものであります。

３項２目認定調査費で４９万６，０００円の減は、主治医意見書手数料及び調査委託料

等の減によるものであります。

２８ページ、２款保険給付費、１項介護サービス等諸費で８，１４５万９，０００円の

増は、１目居宅介護サービス給付費で４，０４２万５，０００円の増及び３目施設介護サ

ービス給付費で４，２２０万９，０００円の増が主な要因であります。

３０ページ、２項介護予防サービス等諸費で１，４９５万９，０００円の減は、１目介

護予防サービス給付費で１，３３３万円の減及び３２ページの５目介護予防サービス計画

給付費で１７６万４，０００円の減が主な要因であります。

３２ページ、３項高額介護サービス費で３３７万９，０００円の増は、１目高額介護サ

ービス費で３４１万９，０００円の増が主な要因であります。

３４ページ、４項特定入所者介護サービス等費で２０９万４，０００円の増は、１目特

定入所者介護サービス費で２１０万８，０００円の増が主な要因であります。

５項高額医療合算介護サービス等費で３５０万円の補正は、医療保険と介護保険の自己

負担の合算額が高額になる場合に被保険者の負担軽減を図る高額医療高額介護合算制度に

伴う保険給付で、１目高額医療合算介護サービス費で３０万円、３６ページの２目高額医

療介護予防サービス費で５万円を補正するものであります。

３８ページをお開き願います。４款１目基金積立金１，１４４万円の増は、１項２目介

護従事者処遇改善臨時特例基金積立金１，１５０万５，０００円の補正が主な要因で、介

護報酬改定に伴う国の財政措置として交付され、基金に積み立てするものであります。

４０ページ、５款地域支援事業費、１項介護予防事業費で１１４万４，０００円の減は、

１目介護予防特定高齢者施策事業費で、保健師賃金及び生活機能評価委託料の減と２目介

護予防一般高齢者施策事業費で生活支援、ホームヘルプサービス事業委託料の減が主な要

因であります。

２項包括的支援事業・任意事業費で５８万９，０００円の増は、４２ページの１目包括

的支援事業費で地域包括支援センターの業務委託料の増と２目任意事業費で在宅老人配食

サービス委託料の減が主な要因であります。

４４ページをお開き願います。７款諸支出金で１，０００円の増は、国庫補助金精算返

還金の増によるものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては７ページ、総括でご説明を申し上げます。

１款保険料で２１０万５，０００円の減は、主に所得階層第４、第５、第６段階の被保険
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者の減によるものであります。

２款分担金及び負担金で１２０万１，０００円の減は、地域支援事業の自己負担金収入

の減によるものであります。

３款国庫支出金で１，５３３万１，０００円の増は、調整交付金は減となるものの介護

給付費の増による介護給付費負担金の増のほか、介護報酬改定に伴う国の財政措置として

交付される介護従事者処遇改善臨時特例交付金の増及び電算システム改修事業費補助金の

増が主な要因であります。

４款支払基金交付金が２，２０８万３，０００円の増、５款道支出金１，２３１万６，

０００円の増は、介護給付費の増による負担ルール分の増によるものであります。

６款財産収入６万５，０００円の減は、介護給付費準備基金運用利子の減によるもので

あります。

７款繰入金３，５６０万９，０００円の増は、主に介護給付費の負担ルール分の一般会

計繰入金の増及び介護給付費準備基金繰入金の増によるものであります。

１０款市債４００万円の補正は、地方債でご説明いたしました財政安定化基金貸付金を

収支の均衡を図るため北海道介護保険財政安定化基金から借り入れすることによる増であ

ります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。

続いて、議案第６号 平成２０年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算についてご

説明申し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６８

２万８，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ４億３，９２７万３，０００

円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。１８ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費２１１万６，０００円の増は、主に後期高齢者システム改修に伴う委

託料の増であります。

２項１目徴収費で７万７，０００円の増は、主に口座振替選択制に伴う通信運搬費の増

であります。

２０ページをお開き願います。２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項１目後期高齢

者医療広域連合納付金で８４３万円の減は、事務費分担金ほか各負担金の確定に伴う増減

であります。

２２ページをお開き願います。３款保健事業費、１項１目健康保持増進事業費で５９万

１，０００円の減は、主に後期高齢者健康診査委託料の減であります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては５ページ、総括でご説明させていただき

ます。１款後期高齢者医療保険料で１，２９９万９，０００円の減は、所得割、均等割の
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増はあるものの軽減額の拡大による減であります。

２款繰入金で４２２万２，０００円の増は、主に後期高齢者医療保険料軽減分に伴う保

険基盤安定分の増であります。

３款諸収入で３３万３，０００円の減は、健康診査受診者数の減により後期高齢者医療

広域連合からの健康診査受託事業収入の減であります。

４款後期高齢者医療広域連合支出金９万８，０００円の増は、保険料を年金から天引き

する特別徴収と口座振替の選択制に関するお知らせ文書送付に係る後期高齢者医療特別対

策交付金であります。

５款国庫支出金２１８万４，０００円の増は、保険料の口座振替選択及び保険料追加軽

減措置に対応するための後期高齢者システム改修に伴う高齢者医療制度円滑運営事業費補

助金であります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

１点訂正をさせていただきます。介護保険特別会計補正予算でありますけれども、３４

ページの高額医療合算介護サービス等費で３５万円を３，５００万円と言い間違えました

ので、ご訂正をお願いいたします……。今申し上げました訂正なのですが、３５万円を３

５０万円と説明いたしましたので、ご訂正をお願いいたします。

〇議長 北谷文夫君 議案第３号、７号の提案説明は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午前１０時５４分

再開 午前１１時０４分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の会議を再開します。

休憩前に引き続いて理事者の提案説明を求めます。

建設部長。

〇建設部長 西野孝行君 （登壇） 議案第３号 平成２０年度砂川市下水道事業特別会

計補正予算についてご説明申し上げます。

今回の補正予算は第１号であります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６２

８万４，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１２億９，９７６万１，００

０円とするものであります。

第２条は、地方債の補正であり、４ページの第２表、地方債補正に記載のとおり、下水

道資本費平準化債と個別排水処理施設整備債について事業完了見込みなどによる整備によ

り６２０万円を減額し、補正後の限度額を５億７，３５０万円とするものであります。

補正の主なものにつきましては、２０ページの歳出からご説明いたします。１款下水道

費、１項下水道整備費、１目一般管理費３５万円の増は、平成１９年度分消費税納付額の

確定による公課費４１万５，０００円の増が主なものであります。
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２目維持管理費１３万６，０００円の増は、管渠清掃委託などの委託契約額確定による

７５万３，０００円の減と平成１９年度分汚水処理水量の確定に伴う流域下水道組合負担

金４０６万８，０００円の減及び中空知広域水道企業団に対する下水道使用料事務委託負

担金４７３万５，０００円の増が主なものであります。この事務委託負担金については、

平成２０年度から水道料金システムが統一され、料金算定及び賦課徴収業務を企業団営業

課に集約したことに伴う対象経費の増加によるものであります。

２２ページ、４目公共下水道整備事業費３万７，０００円の減は、事業費確定によるも

のであります。

５目流域下水道整備事業費８，０００円の減は、北海道が施工する流域下水道の更新事

業に対する構成市町が負担する北海道の資本費について借り入れ利率が確定したことによ

るものであります。

２４ページ、２款個別排水処理事業費、１項１目個別排水処理事業費６０２万８，００

０円の減は、合併処理浄化槽の設置基数を当初１０基で予定しておりましたが、設置基数

の見込みが５人槽、７人槽合わせて５基となったことによる工事請負費５５２万円の減と

浄化槽維持管理委託料の確定による５３万円の減が主なものであります。

２６ページ、３款公債費６９万７，０００円の減は、借り入れ利率の確定による元金４

万４，０００円の増と利子７４万１，０００円の減によるものであります。

続きまして、歳入につきましては５ページの総括でご説明をいたします。１款分担金及

び負担金８７万円の減は、合併処理浄化槽設置基数の減少による個別排水処理分担金の減

と下水道受益者負担金の現年賦課分の確定による減が主なものであります。

２款使用料及び手数料１，２２１万４，０００円の減は、下水道使用料現年度分で使用

水量の減少による下水道使用料の減が主なものであります。なお、使用水量減少の主な要

因といたしまして、５月から８月にかけては前年に比べ降水量が多く、日平均気温も低い

冷夏であったことにより水需要が減ったことと原油価格の高騰などに伴う景気低迷により

節約、節水意識が高まったことが大きな要因と考えられるところであります。

４款繰入金１，３８０万円の増は、収支不足分の調整によるものであります。

５款繰越金８８万３，０００円の増は、平成１９年度決算確定によるものであります。

６款諸収入１６８万３，０００円の減は、水洗便所改造資金貸付件数の減による元利収

入の減が主なものであります。

７款市債６２０万円の減は、下水道資本費平準化債で繰上償還の整理による１３０万円

の減と個別排水処理施設整備事業債で合併処理浄化槽設置工事費の減による４９０万円の

減によるものであります。

なお、２８ページには地方債に関する調書を添付しておりますので、ご高覧をいただき、

よろしくご審議賜りますようお願いいたします。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。
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〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 議案第７号 平成２０年度砂川市病院事業

会計補正予算（第３号）についてご説明申し上げます。

１ページをごらんください。初めに、第１条では今回の補正予算を第３号とするもので

あります。

第２条は、予算第２条で定めた業務の予定量を補正するもので、（２）、年間患者数を

入院で６，８２５人減の１４万１，７３０人、外来で３，０１３人減の２５万６，６８７

人とし、（３）、１日平均患者数を入院で１９人減の３８８人、外来で１２人減の１，０

４８人とするものであります。

第３条は、予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を補正するもので、病院事

業収益で３億１，４６４万７，０００円を減額し、収入の総額を１０５億２６７万３，０

００円、病院事業費用で２億３，２７２万を減額し、支出の総額を１０５億８，４６０万

円とするものであります。

２ページをお開きください。第４条は、予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定

額を補正するもので、本文括弧書き中「不足する額８億７，４６６万７，０００円は、過

年度分損益勘定留保資金８億７，４６６万７，０００円」を「不足する額８億３，６９８

万４，０００円は、過年度分損益勘定留保資金８億３，６９８万４，０００円」に改める

ものであります。これは、資本的収入で４，３１０万３，０００円を増額し、収入の総額

を８億２，５９４万１，０００円、資本的支出で５４２万円を増額し、支出の総額を１６

億６，２９２万５，０００円とするものであります。

第５条は、予算第６条に定めた企業債の補正であります。医療器械器具整備事業分で６

７０万円減額し１億５，５３０万円に、医師住宅新築事業分で４，８３０万円増額し４，

８３０万円に、合計４，１６０万円の増額となり、総額６億９００万円に限度額を補正す

るものであります。

第６条は、予算第８条に定めた議会の議決を得なければ流用することのできない経費の

うち、（１）、職員給与費を５３億６，５３７万８，０００円に減額するものであります。

第７条は、予算第９条に定めた棚卸資産の購入限度額を２３億２，８４５万１，０００

円に減額するものであります。

４ページをごらんいただきたいと存じます。収益的収入でありますが、１項医業収益６

億９，２２２万８，０００円の減額内訳は、１目入院収益で１億８，３４１万円の減額、

２目外来収益で５億９６７万６，０００円の減額、３目その他医業収益で８６万円の増額

であり、入院収益については１人当たりの診療単価について増加しておりますが、延べ患

者数が減少したこと、また外来収益については延べ患者数が減少したことに加え、１０月

より全面院外処方にしたことで１人当たりの診療単価が減少したことによるものでありま

す。その他医業収益は、主に集団健診が増加したことによるものであります。

２項医業外収益３億９，５８４万６，０００円の増額は、主に補助金及び他会計負担金
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の増によるものであります。

６ページをごらんいただきたいと存じます。３項看護専門学校収益１，８４７万１，０

００円の減額は、主に負担金交付金で生徒１人当たりの基準額が減額されたことによるも

のであります。

４項特別利益２０万６，０００円の増額は、前年度以前の医療費調定による過年度分損

益の修正益によるものであります。

８ページの収益的支出でありますが、１項医業費用２億２，５９４万２，０００円減額

するもので、内訳は１目給与費で１，０７８万９，０００円の減額は１節給料において人

事異動等による新陳代謝、また看護師については育児休業、年度内退職者の増が主な要因

で３，８２４万５，０００円減額、２節手当においても１節給料と同様の理由で２，０６

１万円減額となり、３節賃金において医師では嘱託医師の経験年数による報酬額の増、循

環器科、外科の診療応援の増、また看護師では職員の年度内退職者の補充及び産休、育児

休業の代替要員の確保が主な要因で２，２４９万８，０００円増額、４節法定福利費にお

いて共済組合負担金の負担金率の増が主な要因で２，５５６万８，０００円増額となった

ことによるものであります。

２目材料費１億４，６８６万７，０００円の減額は、主に１節薬品費において１０月よ

り開始となった全面院外処方により２億７，３００万３，０００円減額となり、２節診療

材料費において手術及び検査等に使用する診療材料の高額化などにより１億２，３０５万

２，０００円増額となったことなどによるものであります。

１０ページをごらんいただきたいと存じます。３目経費７，０７６万５，０００円の減

額は、主に５節消耗品費において文房具等の縮減により９３４万２，０００円減額、１１

節修繕費において住宅用、医療用など修繕件数の減により２，６９７万８，０００円減額、

１２節保険料において本年１月１日より開始となった産科医療補償制度に加入したことな

どにより３５５万１，０００円増額。１３ページをお開きいただきたいと存じます。１３

節賃借料において患者数等の減少に伴い、機械器具の使用料が減少したことなどにより２，

６０３万３，０００円減額となったことなどによるものであります。

４目減価償却費２１１万３，０００円の増額は、建物及び器械備品に係る減価償却費で

あります。

５目資産減耗費１７０万９，０００円の増額は、医師住宅４軒に係る固定資産除却費で

あります。

６目研究研修費１３４万３，０００円の減額は、主に４節旅費において道内、道外旅費

を縮減し１７６万５，０００円減額、５節研究雑費において認定看護師等における受講料

等の増により１４０万３，０００円増額となったことなどによるものであります。

１４ページをごらんいただきたいと存じます。２項医業外費用２９１万７，０００円の

減額は、主に１目支払利息及び企業債取扱諸費で１節企業債利息において当初積算時の利
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率を下回ったことから２４４万６，０００円減額、２目雑損失で消費税控除に伴い国庫補

助金の返還金が生じたため３万７，０００円増額、３目消費税で課税収入の減により５０

万７，０００円減額となったことによるものであります。

３項看護専門学校費用３７３万９，０００円の減額は、１目給与費で主に教員の新陳代

謝により１８５万２，０００円減額、２目経費で主に旅費交通費や修繕費において執行件

数の減により１８８万７，０００円減額となったことによるものであります。

１６ページをごらんいただきたいと存じます。４項特別損失１２万２，０００円の減額

は、前年度以前の医療費調定による過年度損益の修正損によるもので、１目過年度損益修

正損で１２万２，０００円減額するものであります。

１８ページをごらんいただきたいと存じます。資本的収入でありますが、１項企業債４，

１６０万円の増額は、医療器械器具整備事業分で６７０万円減額し、医師住宅新築事業と

して４，８３０万円増額するものであります。

２項投資償還金３３９万７，０００円の減額は、看護学生学資貸与金の償還期間延長に

よるものであります。

３項補助金４９０万円の増額は、新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備及び災

害派遣医療チームの体制整備事業に係るものであります。

２０ページをごらんいただきたいと存じます。資本的支出で１項建設改良費４０３万３，

０００円の増額は、１目改築事業費、２節事務費で給与費の手当及び経費について３５９

万８，０００円減額し、２目資産購入費で主に新型インフルエンザ患者入院医療機関設備

整備事業、災害派遣医療チーム体制整備事業に係る医療機器購入費として９７７万５，０

００円増額、３目住宅改築費で医師住宅新築の入札価格の減により２１０万円減額、４目

建設利息で改築に係る企業債の利息が当初積算時の利率を下回ったことから４万４，００

０円減額となったものであります。

２項企業債償還金、１目元金償還金で７，０００円の増額、３項投資、１目長期貸付金

で看護学生への学資貸付金が当初予定していた貸付者数を上回ったことによるもので１３

８万円の増額となったものであります。

２２ページ以降は、関連資料でありますので、ご高覧いただきまして、よろしくご審議

くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 以上で各議案の提案説明を終わります。

これより議案第１５号の総括質疑に入ります。

質疑ありませんか。

武田圭介議員。

〇武田圭介議員 （登壇） おはようございます。それでは、議案第１５号 砂川市介護

従事者処遇改善臨時特例基金条例について総括質疑ということで伺います。久しぶりの総

括質疑でありますが、総括質疑ということで大局的に伺うこととして、細かな点につきま
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してはこの後に第１予算審査特別委員会が予定されており、そちらでも伺うことができま

すので、よろしくお願いいたします。

それで、今回提案のあった議案第１５号につきましては、平成２０年１０月３０日に新

たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議において介護従事者の処

遇改善のための緊急特別対策として、平成２１年度の介護報酬改定に際し３％のプラス改

定を行うというものであります。介護現場の実情として、介護に携わる者の処遇について

は勤務が厳しく、賃金の水準が低く、非常に離職率の高い仕事で、地域によっては人材難

という現状も続いております。国としても介護業への人材確保対策の一環として介護報酬

を初めてプラス改定にすることにより、介護従事者の処遇改善の一助をなそうとするもの

であります。そこで、今回のプラス改定においては、介護保険の各サービスに対する報酬

が一律に３％アップするのかどうか、さらに今回の条例制定に伴う被保険者や受益者に対

する影響について伺います。また、この種の条例は、全国の自治体が一律に同じようなも

のを制定していくと思われますが、砂川市としてはこの条例が制定され、基金が創設され

ることにより、介護従事者の処遇改善がどのように図られていくと考えているのか伺いま

す。

以上のことを伺い、１回目の質疑といたします。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 基金条例の制定に関しまして３点ほどご質問がござ

いました。まず初めに、プラス３％改定ということでありますけれども、これについては

サービスで一律３％かということでございますけれども、これはそれぞれ地域区分という

介護報酬にありまして、都会あるいは中核市、そういった地域差もございます。ですから、

その件に関しましても一律にということではございません。また、細部にわたりましては、

認知症関連、あるいは訪問介護、居宅介護支援、通所介護、通所リハビリ、あるいは施設

としましては特養ホーム、老人保健施設といった施設もございますけれども、これらにつ

いて総合的に３％ということで今受けているサービス、自己負担、それらがすべて３％上

がるということではなくて、施設あるいは居宅におけるサービスの種類によって平均で３

％という改定の内容であります。

それから、２点目に、影響どうなるのだということでございますけれども、これにつき

ましては砂川市で申しますと３％上がることによりまして、それぞれ負担率がございまし

て全体の半分、２分の１は国、道、市が負担する。そしてまた、その残り２分の１は６５

歳以上の１号被保険者と４０歳から６４歳までの２号被保険者がそれぞれ負担するわけで

ございますけれども、問題となるのは６５歳以上の保険料がこの改定によってどれぐらい

上がるのかということでございますけれども、砂川市でいえばおおむね１人当たり月額１

０７円になるのではないかというふうに考えております。

続きまして、処遇改善をどのように考えられるかということでございます。といいます
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のは、市町村あるいは道におきましてもそれぞれ事業所の指導監査というものが実施でき

ることになっておりますけれども、内容につきましてはサービス費が適正に行われている

かということが重点的でありまして、財務関係につきましてはその指導のほとんどが経理

事務であります。したがって、人件費として高いのか安いのか、そういった指導はござい

ません。ただ、お話がありましたとおり、離職率が高いということではやはり仕事内容の

割に賃金が低い、社会的評価が低い、精神的にきついという点が挙げられますから、いず

れにいたしましてもこういった人材を確保するという意味での処遇改善でありますけれど

も、砂川市でいえばこれまで管理者と言われる方々について交代になったということはご

ざいません。ただ、介護従事者の中にはやはりお話を聞きますと相当数やはり出入りがあ

るというような状況ですから、これら３％国が引き上げたことによるこういった人材確保

のための引き上げも含まれていますので、そういうことで今後さらにその人材確保が進め

ばよろしいかなというふうに行政としては考えております。

〇議長 北谷文夫君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 それでは、再質疑に入りますけれども、今３点のことについて答弁をい

ただきました。当然いろんなところでも今の答弁にもありましたように介護従事者の待遇

がなかなか改善されていない現状というのは、市のほうとしても認識されているのだなと

いうようなことはわかったわけであります。それで、国のこの生活対策の中で今回のプラ

ス改定が初めて行われたわけなのですけれども、この３％についても介護保険のすべての

サービスについて一律３％アップすることではないというようなお話だったと思いますけ

れども、これが、この条例の目的と名前が介護従事者処遇改善というような形で、これは

全国一律で同じような条例が出ているので、砂川市がどうのという話ではないのでありま

すけれども、ただこの再質疑の中で、もしご答弁の中でそれが言えるのであれば言ってい

ただきたいのですけれども、この介護保険の報酬が仮にアップしたからといって、これが

そこの介護の現場で働いている介護従事者の賃金に直ちにはね返るわけでは当然ないとい

うことだと思うのです。というのは、介護保険のこの報酬についても直接支払いではなく

て、間には介護事業者さんとかを挟んでいるわけであって、先ほどの答弁の中では人件費

の指導等については道、市町村としては特に関与はしていないということですし、多分こ

れに直接関与していくというのはなかなか難しいのかなというふうに思うわけなのです。

しかしながら、国がこういった介護従事者の待遇改善と銘打って、砂川市もこういった条

例を制定しようとしている中で、国から砂川市へは総額１，１５０万５，０００円の交付

金が交付されますけれども、これによって介護保険料の上昇幅を圧縮して、圧縮しまして、

先ほどは大体月１０７円程度の影響があるのかなというようなことだったのですけれども、

この保険料がアップされて、さらに介護従事者の待遇改善と銘打っておきながら、実際に

は介護従事者のほうになかなかいかないというおそれもおそれとしてはあるのではないか

と私なんかは考えるわけなのですけれども、そこでこれは総括質疑ですので、大まかなこ
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としかお伺いしませんけれども、そういった介護従事者の実態の待遇改善が図られるよう

に、例えばこの条例を制定することによりまして今後市内にある介護事業者等の市独自の

実態調査を実施するなどの何らかのこの条例の趣旨が没却しないようにするような対応と

いうものも今後検討していかなければ、なかなかこれだけでは担保されないのかなという

ふうに思うわけであります。その点につきまして、総括質疑として最後の質疑になります

けれども、この点について市の大まかな考えだけご答弁願えればと思います。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 実際に報酬の改定が介護従事者の賃金アップに結びつくものか

ということの考え方でございますけれども、国といたしましては今回３．０％改定をして、

これによって介護従事者の賃金を月２万円程度アップさせたいのだと、そして人材として

は１０万人程度の介護人材の増加を目指すのだということが趣旨であります。そのような

状況でございますから、この目的からいいましてしっかりと介護事業者、サービス事業者

に対しましてはそういった通知指導がなされるものだろうというふうに考えていますし、

また介護サービス事業所におきましても当然その趣旨をかんがみまして、そしてやはり人

材というのが経営する上で一番大事ですから、そういった趣旨にのっとった対応を図るの

ではないかというようなふうに考えております。

また、実態調査というお話がありましたけれども、この各事業所の賃金関係につきまし

ては労働基準監督局、監督署ですね、そういったところで調査もありますけれども、これ

についてはあくまでも最賃を下回っているかどうかというようなところで、それ以上の高

い安いという調査ではありません。ですから、賃金関係がどういう実態にあるかというの

はなかなかわからないわけですけれども、そこでその実態調査をやっぱりすべきでないか

というようなお話もありましたけれども、市でも市で許可をするそういった事業所につい

て事あるときには調査指導を行うことができることになってございますけれども、これに

ついてもあくまでも指導の調査基準というのがありまして、そこでは設備運営基準、ある

いは居宅介護のサービス費のそういった不正がないか、あるいは場合によってはそういっ

た処置の報告等を求めるということで、実際その中身に入って人件費の平均が幾らだとか、

高い人で幾らだとか、安い人で幾らだとか、そこまでの市としての権限もございませんの

で、これは当然その各事業所におきましてそれぞれこの趣旨をかんがみて適正に措置され

ていくものというふうに考えてございます。

〇議長 北谷文夫君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 再質疑でやめるつもりだったのですけれども、今も答弁あったのですけ

れども、答弁の中でも再三繰り返しになりますけれども、やはりこの条例の趣旨、目的と

いうものが先ほども答弁にありましたように介護従事者の待遇改善と国、答弁にもありま

したように国としては介護従事者の２万円程度の賃金をアップさせたいと、それから１０

万人程度の雇用を創出したいというお話で、それでやはり信用しないわけにはいかないの
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ですけれども、ただ事業所さんもなかなか厳しいという現状もありますし、こういった介

護の大変さというのはだれもが今までのマスコミ等の報道によって知っていることですし、

これに銘打っての対策というものを国が示してきた中で、権限がないのはもちろん承知し

ておりますけれども、権限がない中でもやはり、これは強制できませんから、権限がない

わけで、強制はできないのですけれども、やはり砂川市内にも介護の資格を持っていて、

介護の仕事がきついから離職されてしまうという方も少なからずいらっしゃるという現状

も耳にしたりするものですから、この条例がしっかりと機能して、介護従事者の待遇改善

が図られるような施策というのはやっぱり市独自で私は考えていくべきではないかなとい

うふうに思うのですけれども、今聞いてすぐにすぐやりますとかという話には多分ならな

いのでしょうけれども、その辺についてのもうちょっと市内の介護業者さんとの連携を密

にするとか、意見交換をするとかということも考えていかれてはいかがかなと思いますの

で、その点についてだけ再々質疑ということで、本当の最後の質疑としてお伺いします。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 ただいま議員のほうから条例の趣旨というお話がありましたけ

れども、これはあくまでも報酬をそういった目的で３％引き上げる、そのことによって６

５歳以上の方々の保険料が上がると。その上げるのを急激に上げる、上昇するのを少しで

も抑制しようということで、背景としてはそういった人材確保というのはありますけれど

も、この条例の制定の趣旨はあくまでも第１号被保険者の急激な保険料の抑制するのだと

いう交付金があって、その基金の条例でございます。そのようなことから、２回目でご答

弁申し上げましたけれども、そういった事業所に対するそういった実態調査等、それらに

ついてはご答弁したとおり市町村でできる範囲というのが限定されていますので、人材確

保の観点からのそういった調査等につきましてはできませんので、ご理解を賜りたいと存

じます。

〇議長 北谷文夫君 中江清美議員。

〇中江清美議員 （登壇） ただいま武田議員が従事者、介護従事者の点でのいろいろご

質疑がありましたが、私はまずこの議案第１５号の総括質疑として、国はこの介護報酬引

き上げに伴う介護保険料値上げの激変緩和措置として全体で１，１５４億円で基金を創設

して、介護保険に、会計に投入するということで、今回この条例が提出されているのです

けれども、この介護保険制度が導入されて１０年たつのですが、だんだん受益者の負担が

重くなる一方で、介護サービスの内容が使いづらくなっているという実際の声が多いとい

うこと、それと健康なお年寄りの方は払いっ放しで、もう戻ってくる何物もない。いろん

なさまざまな介護保険についての不満の声というのは耳に入ってくるのですけれども、今

回この条例は本当に条例の言っているこの題、介護従事者処遇改善ということで、本当に

何となく、武田議員も触れていたのですが、介護従事者の処遇、待遇改善のほうにという

ことの条例なのかと思いましたら、よくよく見たらまず保険料、介護報酬というのはまた
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別のところから３％ということで出されて、それに対して、それに伴っていろいろなサー

ビスがふえるわけですから保険料がはね上がると。そのために緊急措置をとるということ

に今現在なっているということでこれが出されたと思うのですが、今後、今回のは３年の

期間ですから、例えば今後介護従事者の待遇改善を進めようとしていろんなことを整備し

ていった場合に、この３年後また必ず保険料にはね返ってくるということになるのではな

いかということで、その都度この緊急措置をとるための条例づくり、そういったことが行

われてこれからいかざるを得ないのか、その点をまずお伺いしたいと思います。

それと……まず１点目にその点をお伺いしたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 保険料の抑制ということで、ご承知かと思いますけ

れども、６５歳以上の方の１号の、１号と言っていますけれども、６５歳以上の方々の保

険料につきましては先ほど国、道、市が２分の１、そして４０歳から６４歳、６５歳とい

う区分で２分の１というお話もしましたけれども、６５歳以上の方々の負担割合なのです

けれども、これにつきまして平成１２年、スタートしたときは全体の１７％を６５歳以上

の方が負担しなさいと。３年置きにパーセントが１％ずつ上がってまいりまして、２１年

度からは２０％という、そういった負担割合がございます。そのようなことからも毎年そ

ういう負担からいきますと、被保険者の数によりますけれども、月額が上がってきたとい

うような状況にございます。

また、今後これらのこういった交付金、あるいはこういった制度がどうなるのだという

ことでございますけれども、これらにつきましてはあくまでも厚生労働大臣の諮問機関で

あります社会保障審議会、そこらで介護報酬がどうあるべきかという諮問があって、協議

をして、そして答申をするということでございますから、今ここで、では３年後どうなる

のかというような状況についてはご答弁申し上げられないということでご理解を賜りたい

と存じます。

〇議長 北谷文夫君 中江清美議員。

〇中江清美議員 これは、なかなか国が決めていることなので、自治体として担当者は大

変だという思いをしておりますが、まず先ほど武田議員が介護報酬の３％、それで政府は

これによって介護従事者２万円給料アップすると、そういうことを盛んに宣伝していたわ

けです。それで、そっちのほうでそのようになるかと、すぐにでも２万円が付加というか、

プラスされるのかという、そういう内容の宣伝が広くされているわけです。そういうこと

で、それがなかなか今聞いてみたらすべてのいろいろなサービスのことでその３％が振り

分けられるので、決してそういうことにはならないと。一般的にはこの３％では全然底上

げにならないということなのです。せめてやっぱり５％の介護報酬改定にならないと、介

護従事者の賃金の保障というのはされないという計算をされているのです。そういうこと

では、やはりもっと先ほど武田議員が言ったように従事者の実態を調査しまして、だって
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砂川市が保険者なのですから、やはりそういう介護の現場で大変な思いして働いている人

たちのやはり声をきちんと聞くということは、そしてそれをやはり国に上げていくことが

必要だと思うのです。今度の２％報酬が上がったのもやはり介護従事者の方たちのいろん

な声が国の政策に後押しをして、これ運動のあって、この２％１０年ぶりに上がるのです。

そういうことで、一方では従事者上げるのはいいのですが、それが今の制度のままでした

ら従事者や、それから基盤整備がきちんとされると、介護保険の中でやりますからどうし

ても保険料にかぶさってくるわけですよね。それをこのぐらいの国保の緊急措置で本当に

激変緩和になると思われるかどうか、担当者としてはどのようにとらえているでしょうか。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 介護報酬の引き上げ３％でございますけれども、これはご承知

のとおり介護報酬が上がっていけばその分それぞれ負担もふえてくるというようなことで、

当然その保険料にはね返ってまいります。したがって、人材の確保、人件費だけ着目しま

してどんどん、どんどん上げていけば、それぞれ負担がふえるというようなことがありま

すけれども、いずれにしても報酬の改定ですから、現在の介護報酬を今後どのようにして

いくのだということについては、先ほど言いましたしっかりとした国の機関で協議が今後

もされてまいります。

また、これらについては、自治体として一体どういうスタンスでいるのかということで

ございますけれども、このことに関しましては北海道市長会では今年度、平成２０年度で

ありますけれども、国並びに北海道に対しまして次期平成２１年度の介護報酬の改定に当

たっては保険料の水準に留意しつつ適切な人材の確保、サービスの質の向上などを図るた

め都市自治体の意見を十分踏まえて、適切に報酬改定されるようにということで要望もし

た経過がございます。このようなことから自治体としましては、あるいは市では、保険者

といたしましては、こういった市長会等を通じまして、それぞれ必要がある場合には都度

要望を上げていきたいというようなことで、繰り返しになりますけれども、市担当の者が

直接その事業所に出向いていって、賃金についてこうせいああせいという状況にはござい

ませんので、ぜひご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 中江清美議員。

〇中江清美議員 最後の質疑をさせていただきます。

武田議員もそうなのですけれども、私も決して人件費、いろんな事業所の人件費につい

てどうのこうのすれというような、自治体としての権限をもってやれとか、そういうこと

ではないのです、内容として。まず、本当に砂川市で働いている方たちの介護そういう事

業所の人たちの実態調査、アンケートでもいいですよ。そういう中身をやっぱり市として、

保険者として把握する必要があるのではないかということで、その必要性というものを訴

えているわけです。

それで、この介護保険料、先ほど部長の答弁で０９年度は全額国庫補助、それから１０
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年、次の年は２分の１、では３年目はとなるともとに戻るという国のそういう指導という

のですか、中身なのですけれども、砂川市としては本当に介護負担の、介護保険料の本当

に費用が負担になっている層というのはどんどん広がっているのではないかというふうに

思うのです。その辺の介護費用、保険料の引き上げに伴ってどのぐらい本当に皆さんに影

響与えるかということで最後お伺いしたいと思います。それと、先ほど事業者の内容をや

はり調査するということに対する考え方ですよね、そのことについて最後にお伺いしたい

と思います。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 提案の際にご説明申し上げましたとおり、国ではこの交付金に

つきましてその３％で引き上がるであろう額の平成２１年度については２分の２といいま

すから１０割、平成２２年度は２分の１、５０％、そして３年後の平成２３年、それにつ

いては国の措置はありませんよということでございます。そんなことから、先ほど１０７

円という言い方をしましたけれども、実質国の考え方でいけば２１年度は１０７円相当、

そしてまた２年目の２２年はその半額の５４円相当、そして２３年はゼロということです

から、３年間ベースでいきますとこれら計算しますと５３円程度がということになります

けれども、いずれにしても先ほどお話ありましたやっぱり趣旨にかんがみて各事業所にと

いうお話はありますけれども、例えばの話でございますけれども、やはり事業所がではす

べて経営状況がどうなのかといいますと、やはりその事業所によっては人材も多く確保さ

れ、そしてサービスのそういった事業展開もどんどん、どんどん進展しているところ、あ

るいは企業によっては、事業所によっては思ったほど、計画していたほどなかなかサービ

スの仕事が回ってこない、いろんな状況があると思うのです。そういう中での各事業所で

もって今決定しているその全体のものが国としてもやはり介護従事者についてはやっぱり

総体的に低いというようなことから、こういった報酬でもってそれを何とかカバーしよう

という趣旨でございます。そのような趣旨をぜひご理解いただきたいと。また、ご承知か、

ご存じなのでしょうけれども、そういった趣旨でございます。くどいようですけれども、

市が直接そういった事業所に指導、人件費の面で指導する権限はございませんので、ご理

解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 他にございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１５号の総括質疑を終わります。

議案第１号から第７号までの総括質疑は午後１時から行います。

午後１時まで休憩します。

休憩 午前１１時５３分

再開 午後 １時００分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の会議を開きます。
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総括質疑を続けます。

議案第１号から第７号までの一括総括質疑に入ります。

質疑ございませんか。

武田圭介議員。

〇武田圭介議員 （登壇） それでは、平成２０年度一般会計補正予算について総括質疑

を行います。

平成２０年度一般会計補正予算のうち、定額給付金にかかわる点について伺います。定

額給付金をめぐっては、皆さんもご承知のとおり、長きにわたって国会等でその支給の可

否を含めていろいろと議論が重ねられてきました。３月中旬には国会においても定額給付

金を支給するために必要な法案が通り、定額給付金の支給が決まりました。定額給付金の

支給については、いろいろな方面から今でも異論があることは承知しておりますが、支給

が決まった以上定額給付金を待ち焦がれる市民も多いと聞いております。砂川市にとって

も総額３億円を超すまとまったお金が市民に還元されることはめったにない機会でありま

すので、このお金がうまく市内で使われて、市内経済の底上げにつながってくれればとい

う期待もしております。せっかくまとまったお金が市民の手元にわたるこのチャンスを生

かし、みすみすよそのまちで使われしまうことがないような工夫も大切だと思われます。

市民の手に渡ったお金を少しでも市内消費活動に振り向けてもらえれば、他地域同様に冷

え込んでいる市内の経済に元気づける一助になると考えられますが、砂川市として定額給

付金支給による市内経済効果の影響、さらには市内経済に還元され、市内経済が活性化さ

れていく方法についてどのように考えているか伺います。

以上のことを伺いまして、１回目の質疑とします。

〇議長 北谷文夫君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 （登壇） ご質問ありました定額給付金の市内経済、または効

果に関する関係ですけれども、当市３億４１３万２，０００円の定額給付金給付費に伴う

地域経済に及ぼす影響でございますけれども、米国発の金融危機から日本経済は１００年

に１度と報道されるような景気後退下となっております。このことから、総務省の見解と

同じく市民への生活支援と地域経済対策に資するものとして実施されるため、ご質問いた

だきました景気対策としての地域経済の振興策も定額給付金の目的となっているところで

ございます。定額給付金の給付により、地域経済の振興に役立つか、その影響につきまし

ては、当市は市民の皆様に定額給付金を一日でも早く給付するように現在市役所１階南庁

舎に設置いたしました定額給付金事務室で給付金を給付する準備作業を進めております。

３億円を超える定額給付金を全世帯に給付することによって、市民の皆様が定額給付金で

市内でお買い物をしていただきますと市内商店会を含め日本の経済界全体の刺激が、景気

が刺激されまして、内需拡大により実質経済成長率の押し上げが大いに期待されていると

ころでございます。当市の商業界、建設土木業界、飲食業界などご商売をされている方々
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すべてに影響を与えますので、口座振り込み後は貯蓄などに回ることもありますけれども、

総務省では定額給付金の４割が仮に消費に回ることと予想しますと、実質経済成長率が０．

２％分押し上げると試算されてございますし、定額給付金が貯蓄に回らないですべて消費

に回ると実質経済成長率は０．４％まで上がることとされております。今後消費動向に注

目しているところでございます。不況、不景気になりますと、市民の皆様、消費者の皆様

に節約などと生活防衛的に買い控えや消費減退が必然と広がりますので、定額給付金は地

域経済に及ぼす影響は大きいと認識しております。定額給付金給付後は、どうぞ市民の皆

様、地元でのお買い物や消費をお願いしたいと考えてございます。

以上でございます。

〔何事か呼ぶ者あり〕

市内経済に及ぼす影響でございますけれども、既に砂川市はプレミアム商品券というこ

とで昨年既に実施している経過等もございます。今回この定額給付金で管内の市町村でも

これにあわせた形で、経済対策ということでプレミアム商品券の発行等など検討している

ところもございますけれども、砂川市はいち早く管内でも昨年の８月ごろにこの構想を立

ち上げまして、昨年１１月２８日にプレミアム商品券を発売し、既に１２月１日から２月

末までの使用期間で実施してございました。現在まだ換金の枚数につきましては９６．１

％ということで、既にお買い上げいただいたプレミアム商品券の換金が今週の３月１３日

までとなってございまして、まだ残り４２６枚が市内のお店等でまだ換金がされていない

状況でございます。今後につきましては、これらのプレミアム商品券の使用の店舗数だと

か、それから関係先など調査を検討いたしまして、次期商工会議所さんとともども関係機

関の皆様と協議検討をしてまいりたいと考えてございます。今回の定額給付金につきまし

ては、既に砂川市は実施して、まだその経過も出ていないということから、今回の定額給

付金については直接口座振り込みということで、現金で皆様引きおろしをさせていただい

て、市内で買い物をしていただくということで考えてございますので、ご理解いただきた

いと存じます。

以上でございます。

〇議長 北谷文夫君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 市内に３億４００万円弱のお金が回り、それが市内経済の底上げにつな

がっていくのではないかという期待もあるわけでありますけれども、やはりなかなか個人

とはいえ、個人単位では普通の人で１万２，０００円、６５歳以上と１８歳以下で２万円

ですか、そういった方々に支給されるお金でまとまって市内全体で３億円というお金はな

かなか今後こういったようなこともないのかなというふうに思うわけですから、ぜひとも

市内経済が潤うような形で、もちろん強制はできませんし、使う方の自由意思があります

ので、その辺については市としてもお願いというか、そういったような形で支給をしてい

ただきたいなと思います。
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１点だけ、確認という意味で再質疑させてください。先ほど２つ目の答弁でいろいろと

プレミアム商品券等のお話がありましたけれども、定額給付金については現段階では考え

ていないと。私も多分そういったことで承知していたものですが、一応内部的にこの定額

給付金を支給する段階においてそういったものを、あのときは５０周年のプレミアム商品

券ですか、市制５０周年のプレミアム商品券でしたけれども、そういったものを内部的に

検討された経緯というものがあったのかどうかということだけで再質疑としてお伺いいた

します。

〇議長 北谷文夫君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 昨年市制５０周年記念のプレミアム商品券につきましては、商

工会議所さんのほうからそのようなご提案もいただきながら、協議検討させていただいた

ところでございます。プレミアム商品券発行に当たりましては、砂川商店会連合会のほか

砂川飲食店協会、それから砂川建設協会、それぞれのたくさんの関係団体の方に呼びかけ

を行いまして、消費者の方々がこの商品券を買った後、各方面で利用されるような形で検

討したところでございます。昨年実施したこの市制５０周年記念のプレミアム商品券につ

きましては、先ほど１回目でご答弁したとおり、既にすべてのお店からの換金がまだ集計

されてございませんので、今後昨年実施したこれらのプレミアム商品券の消費動向等々検

討して、次回に向けて商工会議所さんとさらに市内の商店街の経済活性化のために実施方

検討に入りたいということで考えてございます。

〇議長 北谷文夫君 武田圭介議員。

〇武田圭介議員 総括質疑として定額給付金の件に関してはわかりました。この後の委員

会もありますので、細かな点については委員会のほうでお伺いすることとします。

以上で終わります。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） 総括質疑をさせていただきます。私は、一般会計と、それか

ら病院会計の補正予算についての総括質疑を行いたいと思っております。

まず、一般会計のほうなのですけれども、私は地域活性化・生活対策事業に要する経費

の関係で総括的に質疑を行いたいと思っております。予算書にいろいろな事業が載ってお

りますけれども、１億２，０００万以上というこちらのほうもまとまった金額での交付金

でありまして、この今回事業を選択した基準というのか、どのようなことでこの予算書に

載っている事業が選択されたのかをまずお伺いしたいと思います。

それから、２点目としましては、このたびの平成２０年度の国の第２次補正予算の関係

で、今回の補正予算大分出ているわけですけれども、中身がこの平成２０年度の予算であ

ったり、同じ国の第２次補正予算の中ででも年度をまたがって平成２１年に執行されるよ

うな予算もあるように思っているのですけれども、これ一度整理をしていただいて、国の

段階としては平成２０年度の補正予算という形で出てきているわけですから、この辺のと
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ころを事業別、余り詳しくなくても結構ですけれども、国での平成２０年度の補正予算が

どのようにうちの砂川市の予算で振り分けられているのかどうかをお伺いしたいと思いま

す。

それから、一般会計最後なのですけれども、先ほど言いました国のほうの第２次補正予

算というのは、非常に大きな地方にとっても予算が組まれてきているわけなのですが、実

は実際は国税としては減収が約７兆円以上とも言われている、そしてまたその影響で実は

交付税も約２．７兆円が減額になっているという現状でありながら、国のほうは地方対策

あるいは雇用対策ということでかなり大きく補正をとってきているわけなのですけれども、

ただその財源としては埋蔵金であったりとか、そちらのほうから４兆円、あるいは実際は

借金をして７兆円で、それを財源分にして第２次補正予算を組んでいるという状況にある

と思うのです。この第２次補正予算、地方にとってはある程度まとまったお金が入ってく

るのはいいのですけれども、結果的には国のほうとしては借金をしながら地方にお金を、

あるいは定額給付金で国民に配っているというような状況になるわけですから、決してこ

れから先の状況というのは甘いものではないのだろうというふうに思うわけです。それで、

砂川市として、この国の方向性はもう仕方ないですね。ただ、砂川市としてはもろ手を挙

げて喜んでいるばかりではいかないのではないかというふうに私は思うのです。少し大き

くなりますが、総括質疑ですので、今後の地方財政、これが一体どんなふうになっていく

のか、その辺を予想をどのようにされているかということになるのですけれども、お伺い

をしたいと思います。

続いて、病院事業会計なのですけれども、このたびの病院事業会計、先ほどの提案説明

では触れられていないのですが、実はしっかりとこの予算書を見ていきますとこれまでに

なかったような病院の補正予算になっています。それは、これまで砂川市立病院は優良な

自治体病院として黒字経営を行ってきたのですけれども、先ほどの補正予算を見ますと８，

１９２万７，０００円の欠損が出ているということになっています。この理由というのは

いろいろあるとは思うのですけれども、小熊病院長もよくいろいろなところで話されたり、

書かれたりしていますけれども、診療報酬が大幅に削減したり、あるいは医師の不足で道

内の自治体病院が約７割も赤字経営と言われているということですけれども、その中でも

砂川市立病院は黒字経営を行ってきたわけです。ところが、今回の補正予算を見れば８，

０００万以上の欠損金が出ているということになっています。実は、今市立病院は新病院

建設に着手したばかりでありまして、この時期でこの欠損金というのは非常に心配なわけ

です。補正予算を見てみますと、医業収益が平成２０年度の当初予算に比べて約７億円減

ということになっているのです。さらに、もう少し見ていきますとその主な要因というの

が外来、入院収益の減少ではないかというふうに思っています。そこで、具体的にお伺い

したいのですけれども、まず１点目には外来収益が当初予算よりも５億円以上、正確に言

えば５億９６７万６，０００円、５億円以上もの減少が見られます。そして、２点目は、
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この入院収益についても１億８，０００万以上もの当初予算と比べて減ということになっ

ています。それぞれのその理由をお伺いをいたします。そして、３点目には、医業収益に

対する給与費の割合です。いわゆる人件費なのですけれども、これが補正予算では５５．

４％というふうに高い数値になっているのです。当初予算の医業収益に対する給与費の割

合を計算してみますと５１．７％だったのです。補正予算になって４％近くも上がってし

まったということになるのですけれども、その辺の原因についてもお伺いをいたします。

１回目の最後の質問になるのですけれども、自治体病院というのは不採算部門をどうし

ても抱えなければならないので、経営というのはとても厳しいということは理解している

のですけれども、最近多くの市民の皆さんから市立病院が新しくなるのはとってもうれし

いのだけれども、経営は本当に大丈夫なのとよく聞かれています。そんなときにこの補正

予算なのですけれども、私が今８，０００万以上の欠損出ましたというようなお話をして

しまいましたけれども、このニュースが出ていけばその市民の皆さん方の不安はより一層

大きく広がっていくのではないかというふうに思っています。ここでこの補正予算の８，

１００万円の欠損は欠損としてなのですが、今後どうこれをしていこうとしていくのか、

今後の対策についてお伺いをいたしたいと思います。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 （登壇） それでは、私のほうから一般会計補正予算における

地域活性化・生活対策臨時交付金の事業選択の基準についてご答弁を申し上げます。

地域活性化・生活対策臨時交付金につきましては、急激な金融経済情勢の変化に対応し、

国民生活と日本経済を守るため、昨年１０月３０日に決定した生活対策において地域活性

化等に資するきめ細やかなインフラ整備などを進めるために交付するとされ、国の第２次

補正予算に計上されたものであります。昨年１２月に地方活性化・生活対策臨時交付金制

度要綱案が示され、地域活性化等に資する地方再生戦略、生活対策に対応する事業を行う

ため、地方公共団体が策定した地域活性化・生活対策実施計画に基づく事業に要する経費

に交付するものとされました。交付対象事業は、国庫補助事業については第２次補正に計

上されたものであり、地方単独事業については１０月３１日以降に実施されるものとされ

ましたが、砂川市としましては該当する補助事業がないため単独事業が対象となるもので

あります。実施計画の策定につきましては、昨年末に空知支庁から実施計画計上見込額の

提出を求められたことから会議を開催し、各部長に事業内容の説明を行うとともに、対象

となる事業は地方再生戦略、生活対策に対応する事業ということで、幅広い分野の事業が

対象となりますので、各課に対して事業要望の提出について周知を図ったところでありま

す。その後内閣府から実施計画案の提出を求められましたので、各課から提出された事業

についてヒアリングを実施し、その中から施設整備の整備など社会資本ストックの長寿命

化及び環境対策等を図ることができ、かつ補助制度、起債制度がなく、今後においても一
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般財源により実施しなければならない事業など総合的な判断による選定を行い、実施計画

案を策定して内閣府に提出したところであります。実施計画案は、北海道、内閣府におい

て内容の審査が行われ、２月６日に実施計画として提出したところであります。

続きまして、国の２０年度第２次補正予算における砂川市の２０年度補正予算、２１年

度予算の代表的なものについてでございます。国の平成２０年度第２次補正予算は、金融

経済情勢の変化に対応するため昨年１０月に決定された生活対策及び１２月に決定された

生活防衛のための緊急対策を実施するために必要な経費の追加を行うものであります。砂

川市の対応につきましては、平成２０年度補正予算として、１つ目として景気後退下での

生活者の不安にきめ細かく対応するための家計への緊急支援を行い、あわせて地域の経済

対策に資するための定額給付金給付事業、２つ目として子育て家庭に対する生活安心の確

保を図るための子育て応援特別手当支給事業、３つ目としましては介護報酬の改定に伴う

介護保険料の急激な上昇を抑制するため交付金により基金を設置して、被保険者の負担の

軽減を図るための介護従事者処遇改善臨時特例交付金の積み立て、４つ目として地域活性

化等に資するインフラ整備を実施する地域活性化・生活対策事業を計上しております。ま

た、２１年度予算としましては、１つ目として安心、安全な出産の確保として妊婦の健康

管理の充実、妊娠、出産に係る経済的負担の軽減を図るため妊婦健診の公費負担の拡大を

行い、２つ目として地方消費者行政活性化として地域の消費者の安全で安心な消費生活の

実現のため消費生活相談窓口等の機能強化を図ることとしております。また、今後につき

ましては、地域における雇用機会の創出を図るため、雇用失業情勢の厳しい地域において

地域の実情に応じて地域の雇用再生のため地域求職者等を雇い入れて行う雇用機会を創出

する事業を実施し、地域における継続的な雇用機会の創出を図るふるさと雇用再生特別基

金事業、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して次の雇用ま

での短期の雇用、就業機会を創出、提供する等の事業を実施し、生活の安定を図る緊急雇

用創出事業などがありますので、検討を進めてまいりたいというふうに考えております。

それから、最後でございますけれども、２次補正、今回の２次補正における地方財政へ

の影響というご質問でございますけれども、２０年度の地方財政計画につきましては前年

の１２月から１月にかけて総務省のほうで計画の策定がされます。そのときにそれぞれ地

方交付税の原資となる国税五税の見込みとかそういうののほかに地方でかかる経費等、こ

れらを総体的に見る計画でございますけれども、その計画で見ている額よりも、先ほど小

黒議員が申しておりましたけれども、国税五税の分が大幅に計画よりも落ちてきたという

実態がございます。この国税の大幅減がそのまま続きますと、地方交付税自体が計画どお

り地方に出すことができないということから、国のほうでは赤字国債を発行しまして、こ

の交付税の穴のあいた部分については総額２兆２，７３０億ほど追加をしてございます。

これは、あくまでも赤字国債の発行でございますから、これらの返済につきましては平成

２３年度から平成２７年度、この５カ年にかけて返済するというふうになってございます。
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ちなみに、各年度の交付総額から各年度ごとに２，４８２億円を減額して交付するという

ふうになってございます。

それと、もう一点でございますけれども、この交付税のかつて１８年以前ですが、この

原資が不足した分についても特別交付税の特会で借り入れをして賄ってきた分というのが

別建てにございまして、この分につきましては平成１８年度で５３億ほどございました。

これについては、地方と国で折半して返済するというふうになってございまして、この分

につきましては地方の分としては３３億から３４億ほどございまして、これについては１

９年度から返済をするという計画でございましたけれども、景気の後退によりこの交付税

が確保できないということで、１９年度と２０年度はその返済をしないで先送りにしたと

いう経過がございます。その分につきましては、２２年度から返していくと。２２年度か

ら平成の３８年度までに返していく分については３４兆円ですか、ほどございます。これ

らを加味すると、ある程度このまままともに返済をしていくと地方交付税というのはパン

クしてしまうというか、地方がパンクしてしまうので、このとおりにいくのかどうかとい

うのは難しいところも現実にはございますけれども、計画上はこういう状況になっている

ところでございます。

以上でございます。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 私のほうから外来収益、入院収益それぞれ

が減少した理由、さらには医業収益に対する給与費が高くなっている原因、今後の対策に

ついて４点ばかりご質問ありましたので、ご答弁申し上げたいと思います。

まず、収益の状況でありますが、平成１８年度診療報酬のマイナス３．１６％改定がご

ざいまして、さらに全体的な受診抑制などによる患者数の減少が大きく影響している中、

２０年度補正予算では収益で３億１，４６４万７，０００円減額し、収入総額を１０５億

２６７万３，０００円、費用で２億３，２７２万円減額し、支出総額を１０５億８，４６

０万円とするもので、当年度純損益といたしまして８，１９２万７，０００円の欠損を見

込んだところであります。外来収益の減少理由でありますが、当初予算では年間患者数を

２５万９，７００人、１日平均で１，０６０人と計画いたしましたが、患者数の状況から

決算見込みでは年間患者数２５万６，６８７人、１日平均で１，０４６人と３，０１３人

の減少を見込んだところであります。平成２１年２月現在の初診患者数は２万６，３３６

人、前年同月では２万６，６２８人、最新患者数は２０万７，８２７人、同月、前年同月

では２０万９，５１５人となっており、初診患者数は前年同月とほぼ同じでありますが、

最新患者数につきましては長期投薬等により減少となったところであります。また、平成

２０年１０月より全面的に院外処方を実施したことから、院外処方実施前の月と比較し、

一月当たり約８，０００万程度の減収となっており、１人当たりの診療単価も院外処方実

施前の約１万２，９００円から院外処方実施後には約９，６００円に減少したため、５億
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９６７万６，０００円の減額補正をしたところであります。

次に、入院収益では当初予算で年間患者数を１４万８，５５５人、１日平均で４０７人

と計画いたしましたが、患者数の状況から決算見込みでは年間患者数１４万１，７３０人、

１日平均３８８人と６，８２５人の患者数減少を見込んだところであります。平成２１年

２月現在の患者数は１２万７，９６９人、１日平均３８３．１人で、前年同月１３万３，

７１８人、１日平均３９９．２人と比較しますと５，７４９人の減少となっております。

診療単価につきましては、２０年１１月からの入院医学管理料の算定及び薬剤管理指導料

の算定増により４万４，４８５円から４万５，３３３円と８４８円の増額としております

が、延べ患者数の減少によりまして入院収益が減少することから１億８，３４１万２，０

００円の減額補正としたところであります。

次に、人件費割合が高くなっている理由でございますが、当初予算では新病院の改築に

向け医師の確保、看護師の増員、医療技術職員の確保等を見込んで予算計上したところで

ありますが、看護師の育児休業、年度内退職などから給与費で１，０７８万９，０００円

の減額補正としておりますが、職員給与費対医業収益比率では収益の減少から人件費割合

が高くなったところであります。

最後ですが、今後の対策でありますが、今後の健全化へ向けた対策につきましては、２

月に公立病院改革ガイドラインに基づいた市立病院改革プランを策定したところであり、

改革プランでは経営効率化に係る数値目標の基本指標といたしまして経常収支比率、職員

給与費対医業収益比率、病床利用率を設定するとともに目標達成に向けての取り組みを掲

げております。具体的な取り組みといたしましては、ＤＰＣ、いわゆる診断群分類別包括

支払い制度などの実施による収入確保増加対策、経費節減抑制対策、その他の対策を定め

ており、これらを計画的に取り進めることにより経営改善が図られるものと考えておりま

す。なお、改革プランの実施に当たりましては、職員全体の意識改革が重要となりますの

で、職員が経営に関する共通認識を持ち、これはいわゆる経営情報の開示や具体策の実施

に向け、各職種から成る検討会議を設置し、協議実施してまいりたいというふうに考えて

おります。

〇議長 北谷文夫君 小黒議員。

〇小黒 弘議員 議案がまたがっての質疑になるので、ちょっとあっちいったりこっちい

ったりしてしまうのがつらいのですけれども、まずは地域活性化・生活対策事業の関係な

のですけれども、余り細かいところは特別委員会でということになるのですけれども、事

業の中身を見ていくとほとんどごみ処理場が大きいのかなと、あとは団地の改修とかです

ね。ただ、この中で低公害車の共用車を買うとか、図書館の管理システムの購入とか、ど

うも仕事に結びつかないようなので使っているような感じがするのです。もともと公用、

共用車なんていうのはどこかで買う予定があったのだろうとは思うのです。図書館の蔵書

管理システムだって当然そのうちの年度の中では買おうと思っていたということで、そも
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そもこの今回の地域活性化・生活対策事業というのは一体どういう意味合いのお金なのか

なというふうなことが先ほど部課長で話し合ってこの事業を決めていったというお話があ

ったのですけれども、砂川市の方向性というのがちょっと見えづらいのです、私には。こ

のごみ処理場の関係もついこの前の社会経済委員会の中でやっと出てきた問題だったよう

に思いますし、その中での早い緊急度というのがあって、緊急度の一番は調整池のシート

の施設工事ぐらいなところだったような気がするのです。私は、これからの砂川市にとっ

て何が一番今大事なのかというようなところの果たして庁内での議論があった上でこのメ

ニューができてきているのかなというふうにちょっと思うのです。１億２，０００万円以

上今まで予定していなかったお金が入ってきたわけですから、これを小出しに細かく使っ

ていくのか、まとめて今までやれないようなものに使っていくのかというのは非常に大き

な判断であったのだろうとは思うのですけれども、実は私は、つい最近市長も新聞で述べ

られていたのですけれども、ずっと案件であって、例えばです、スマートインターチェン

ジの取りつけ道路をやってみようかというようなこととか、小中学校の耐震診断の前倒し

をやってみようかとか、あるいはあした一般質問しますけれども、予算がなくなったスイ

ートロードの事業をここに充ててみようかとか、そういう考え方というのは一つも出なか

ったのでしょうか。なかなかやれない事業をこの際やってみようかということもまさに地

域の活性化につながっていくのではないかと私は思っているのですけれども、その辺のと

ころその部課長の会議の中でこの地域活性化・生活対策事業というのがどういうメニュー

をつくろうかといったときに全然出てこなかったものなのかどうか、その辺をお伺いをし

たいと思っているのです。

それで、緊急的に決めなければいけなかったのかもしれないのですけれども、議会にも

何もこの話はなかったのです、実は。総務文教委員会でもこういう話はあるのだけれども、

かなりもう時期が切迫していてとかというお話があったりとか、せっかくの地域活性化や

生活対策事業ということであったのですけれども、市の内部でただ決めていかれて、今回

のメニューがあるというようなことになるわけですけれども、先ほど算定するメニューを

決めていく段階で一体どういうふうにってちょっと中身がよくわからないのです。どこを

目標として今回このお金を使おうというふうにしていったのかというのをもう少しわかり

やすいようにお話をいただければと思います。

次に、補正予算の関係で、これ何でまた国のほうは第２次補正予算、つまり補正予算で

すから年度内で何とか使おうというところが本来のことだと思うのです。そこで使い切れ

なければ繰越明許、今回これやっていますけれども、それが普通の予算なのだろうと思う

わけです。２０年度の補正予算で出てきたのなら、うちも２０年度の補正予算で使ってい

く。年度内でできないのだったら繰越明許をしていく、このような流れがあるはずだと思

うのですけれども、平成２０年度で出てきているのは３点ぐらいのものですよね。それ以

外には２１年度とたしかお話あったと思うのですけれども、いわゆる緊急雇用みたいなも
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のは来年度にということになるわけですけれども、実際砂川市ででも、どこまで言ったら

いいのでしょうか、うちのまちではないのですけれども、今まで活発に企業活動をしてき

た大きな企業が生産停止になっていたりとか、あるいは自宅待機になっていてというお話

も聞いていまして、多分に砂川市内に住んでいらっしゃる方も多い企業だと私は思ってい

るのですけれども、その辺に対してのいろいろな砂川市というのは平成２１年度に回して

しまっても大丈夫なような雇用の状況というのはそういう状態なのかどうかなのですけれ

ども、２０年度の補正でやればそれだけ早くということも考えられるのかなというふうに

も思いますので、その辺のところをお伺いします。

一般会計の最後ですけれども、本当に前から国も地方も借金だらけだと言われていたの

です。それで、地方もかなり行財政改革をしながら、もう本当に詰めて詰めてやってきた

のですけれども、幾ら１００年に１度の経済危機だといいながらも、余りにも今のこの浮

かれに乗っていってしまった後、大変な状況が来るというのは今総務部長がおっしゃって

いたことだと思うのですけれども、だからこそこれからまた２１年度の予算が国が通った

としてもすぐ大型の補正予算が組まれるようなお話もありますよね。これが２０兆だとか

３０兆だとかという話が今から出ているわけですけれども、当然地方にも大きなお金、大

きなお金といったってこれどうせ借金で国がやってくるのでしょうから、最後は何年かた

ったら地方交付税を少なくさせて、地方が困るという構図だと思うのですけれども、つま

り先食いをしてしまっているのです。だからこそ、この一つ一つの事業を検討を加えて、

検討も検討、もう本当にしっかりと検討を加えながら事業を実施していかないと、先にな

って予定していたものができないぞという可能性もあるわけです。そんなような意味も含

めて先ほどの地域活性化・生活対策事業のメニューのこともお伺いしているのですけれど

も、そういう現状をもう少し私たちにもはっきりとお知らせをしていただければなという

ふうには思っているのです。先ほどのご答弁では国の状況というのはわかりましたが、そ

れに受けての砂川市のこれからということやっぱり大事な情報になってくると思うのです。

その辺もう少し詳しくあればお答えいただければというふうに思っています。

さて、病院なのですけれども、本当にこちらのほうが大変なことになってきました。こ

れまでも市立病院は、最近ちょっと収支がよくないなというようなことは感じてはいたの

です。少し調べてみますと、平成１５年は約２億円の純利益でした。１６年も２億円を超

えるほどの純利益が出ていました。１７年ぐらいから厳しくなってきたのですけれども、

平成１７年は約８，０００万に減りました。１８年、１９年度は５００万の黒字という状

況になってきていたのです。正直なこと言いますと、先ほどの対策の関係ですけれども、

ほとんど今まで聞いてきたことと同じような内容です。それで、各議員もこの本会議場あ

るいは総務文教委員会で収支報告がなされるたびに本当にこれから大丈夫なの、どういう

対策が打っていかれるのですかというのは何回も何人も聞いてきているのです。でも、そ

のたびにやはり同じようなお答えだったような気がします。あるときは、７対１看護にな
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れば相当収益が上がって、これから好転するだろうというお話が何年か続いてきました。

でも、実際その結果を見ていったときに、本当に収益が上がってきたのだろうかと実はち

ょっと疑問に思っていまして、それが収益が上がっていればこの平成２０年度の補正のよ

うに８，０００万もの欠損が出るなんていうことにはならなかったのではないかなと思う

のです。先ほどの今後の対策ということをお伺いすると、次はＤＰＣというのが相当ポイ

ントになるようですね。それによって収益がふえそうだと。普通でいけば７対１もうやっ

ていますから、７対１とＤＰＳ、ＤＰＳではない、ＤＰＣがくれば、これはもう万端なの

かなという感じはするのですけれども、先ほど言っていたように７対１でそれほど好転し

たようには私には思えていませんので、本当にＤＰＣでも大丈夫なのだろうかなというふ

うに、これは私ばかりではないと思うのですけれども、相当心配をしています。そもそも

そのＤＰＣというのは、これからの我が市立病院の救世主になり得るのかどうかなのです

けれども、今対策の一つとして事務局長そのようにお話をされたので、もう少しその根拠

というか、砂川市立病院の今後のメリットとしてそこら辺をお伺いをしたいと思っている

のですけれども。

外来そのものやっぱり院外処方というのが大きかったのかなというのはこれ理解できま

す。何と院外処方にすることによって月８，０００万ですか、それだけが減っているのだ

ということで、１０月から始めて数えていけば４億８，０００万にもなってしまうのです

けれども、その分当然買う薬代も少なくなってきているということにはなるのでしょう。

この外来あるいは入院の患者の減がかなり大きな今回の原因になってはきているのだろう

というふうには思っているのですけれども、ここら辺に対する対策ということもこれから

しっかりやっぱり考えていかなければならないのかなというふうにも思うのですけれども、

１つ具体的にお伺いしたいのは給与費の関係なのですけれども、確かに分母のほうが少な

くなれば、いや、難しい言い方してしまった、要するに医業収益が減ってしまったらパー

セントは高くなるというのはこれわかります。ただ、今うちは相当お医者さんの数も、そ

れから看護師さんの数もあると思うのです。いらっしゃるというふうに思うのですけれど

も、ここが今現在病院経営に、経営的な問題ですけれども、圧迫しているというのは事実

としてあると思うのですけれども、この辺の事情というのは何かあるのかどうかというこ

となのですけれども、実はこの病院改築の特別委員会というのがあったわけです。議会で

も市立病院改築促進特別委員会というのがありました。そのときに基本設計、基本計画を

見せていただいたときに、平成２２年の開院のときにお医者さんの数や看護師さんの数や、

あるいは技師さんたちの数が一気にふえていくという状況を見て、特別委員の面々はこれ

大丈夫かと、こんな急に人ってふやせるものなのかという話をしていたことがあったので

す。今現状がもしかしたらそんな状況にあるのかないのかということなのですけれども、

人件費の割合というのはずっとこのところ高くて、こればっかりは固定費ですから、何ぼ

減らそうと思っても減らせないような状況はあると思いますので、その辺のところは２点
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目で触れさせていただきたいと思っています。

それから、病院のほうの質問のもう一つなのですけれども、今新病院を改築中です。建

てている最中です。新病院の開院後の中身をいろいろなところで見させてもらったりして

いくと、これからは３６５日２４時間ちゃんと救命のほうにはお医者さんがいて、とても

安心できるような医療が行われていくということは、これは砂川市民にとって、あるいは

地域の人々にとってもとても大きなことだとは思っています。それが救命集中治療センタ

ーということになると思うのですけれども、最近も都会では子供さん産む妊婦の人がたら

い回しに遭ってとかという、本当にあってはならないようなニュースがたくさん飛び込ん

できますけれども、砂川の市立病院では周産期のセンターができたりとか、非常に安心し

て子供も産み育てられるという状況は今あるし、これからもよりそこを充実させていこう

ということにはなっていると思うのです。まさに急性期の基幹病院としての機能を充実さ

せていくということになるわけですけれども、でもそのことは今も言ったようにお医者さ

んや看護師さんや、それから医療のスタッフをふやしていかなければならないのですよね。

ということは、まさに人件費をうちが、うちの病院が抱えていかなければならないという

ことになるわけです。そしてまた、もう一つは、以前にもちょっとお話ししたのですけれ

ども、中核病院なるがゆえにほかの病院にお医者さんを派遣しているのです。これも非常

にいいことなのですけれども、ほかの病院にお医者さんを、いないお医者さんをうちから

お医者さんを派遣するということは、そこにお医者さんがいなければ当然外来としてうち

の病院に来てくれる患者さんがよその病院でうちの病院の先生に診察を受けることになる

わけです。つまりその医師の派遣というのは、砂川市立病院の外来患者の減に直結してし

まうということになるわけですけれども、私はもうこれから先こうやって８，０００万も

の欠損が出たここの段階から、入院では約７割です。外来では約６割の市外の患者さんに

対してうちの病院がセンター病院、高度医療の病院を一手に担っているわけですよね。で

も、もし何かが起こってきたときには、これまさに砂川の市民がしょっていかなければな

らなくなるのです。私は、この５市５町の第２次医療圏のセンター病院を２万にもならな

い砂川市民が本当にすべてを担っていけるのだろうかと思うと、これは本当に大変なこと

だなというふうに実は思っていまして、これからは国や道や、あるいは２次医療圏の関係

の市町の皆さんにもこのセンター病院を維持して地域の医療に役立たせるためにやはり協

力を要請していかなければならないというふうに思っているのですけれども、その辺の所

見があったらお伺いをしたいと思います。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁は、休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 １時５８分

再開 午後 ２時１０分
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〇議長 北谷文夫君 休憩中の会議を開きます。

総括質疑を続けます。

小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 私のほうから２次補正の総体に関してご答弁を申し上げたいと

いうふうに思います。

前段ですけれども、今回の国の景気対策でございますけれども、昨年の１２月議会です

か、国の第１次補正による補正を行ってございまして、このときには教育委員会のＦＦス

トーブの取りかえということが国の第１弾の補正でございました。そして、今回が第２次

補正ということで、これについても砂川市の該当が事業費で１億２，２００万ほどござい

ます。それと、国のほうで言っておりますのは、３段ロケットと申し上げまして新年度の

中でも国のほうで対応していると。それと、最近政府与党の中で今までの１次、２次を含

めた３段ロケットの内容では公共事業を中心としなかったと。といいますのは、平成３年

ですか、バブルが崩壊した後に国のほうで公共事業をかなり景気浮揚策として行った経過

がございます。ただし、多大な事業を行ったのですけれども、それほどの効果が生まれな

かったという反省から、１次、２次補正の中身については細かく事業というか、趣旨が指

定というか、方向性が出されておりまして、例えば低炭素社会を進めていくというような

考え方からエコカー、砂川市今までやりたいという意向はあったのですけれども、なかな

か共用車の更新の中では経費が高くて取り組めなかったということがございまして、この

項目に合致させて低公害車を今回購入したという経過がございまして、この１次、２次補

正の中身というのは純然たる公共事業主体ではなかったというのは国のほうで申している

ことでございまして、恐らく新年度の中では、新年度の補正の中では国のほうで公共事業

を中心とした事業が組まれるというようなことも新聞の中で報道されているところでござ

います。

それで、今回の２次補正でございますけれども、先ほど小黒議員さんのほうからスマー

トインターチェンジだとかの取りつけ道路だとか耐震化とかというお話がございました。

今回我々が目指したものにつきましては、まずこの中では補助事業については国で指定し

てございまして、砂川市で該当する事業はなかったということで、耐震化につきましては

今耐震度を図ってございまして、３月末で数字が出てきますけれども、今内々で来ている

数字によりますとこれは改築をしなければならないという状況になりそうなところでござ

いますので、新年度の補正の中で実施設計をやって、何とか来年度補助と起債で実施して

いきたいという考えがございます。それから、スマートインターチェンジにつきましても

これ道路財源がちょっと不明確になったのですけれども、その前の話では取りつけ道路に

ついては補助対応になると。また、その補助裏については起債が見込めるという状況にご

ざいますので、今回事業採択に当たりましては補助がなく、起債がなく、なかなか地域の
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要望があっても財源がなくてできなかった事業、例えば、特に教育委員会が多いですけれ

ども、蓄熱暖房の関係だとか、それから体育館の屋根の防水、前から水漏れがしたのです

けれども、補助がなく、単費事業でやらざるを得ないという状況にあったというのもござ

いますので、これらに取り組んでいきまして、主眼としては主にそういうところに置きな

がら、将来の先ほども申し上げましたけれども、財政が２３年から厳しくなってくるとい

うのを見据えつつ単独事業、どうしてもやらなければならない単独事業を中心に選んだと

ころでございまして、１億２，２００万ほどございますけれども、そのうちの８，０００

万ほどは地元企業でもできる事業というのを組み込んでございまして、ごみ処理場につき

ましても当初の計画にはなかったのですけれども、ごみ処理場の延命化計画、これを作成

した中ではどうしてもこれだけの事業を単費でやらざるを得ないという状況にございまし

て、数年間で何とか苦しいながらもやりましょうかという状況の中で今回こういう交付金

事業が出てきたということで、その中で対応できたということはその分の一般財源は浮い

たという言い方は大変失礼なのですけれども、補助というか、交付金の中でできたという

状況がございますので、それらについては総体で選んだ基準については理解していただき

たいというふうに考えております。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 １件目でご指摘ありましたけれども、医業収益につき

ましては、１回目でご答弁申し上げましたけれども、診療報酬の改定が２年ごとに行われ

まして、本当に１８年度に行われた３．１６％、これマイナスでありますけれども、これ

が影響しているのが現実であります。２０年度につきましても０．８２％と、これも一応

マイナス改定の状況で、これらにプラスアルファされて患者数が減ったということが大き

な要因ではないかというふうに考えております。

先ほどご質問ありましたいわゆるＤＰＣ導入のいわゆるポイントとメリットについては、

ちょっとお話しさせていただきたいと思いますけれども、今回この収益を上げるためには

何とかＤＰＣを導入しながら、さらには費用の削減も行いながら全体的な収支バランスを

とっていきたいというふうには考えております。まず、ＤＰＣについて簡単にご説明申し

上げますけれども、これは医療費を包括する、包括評価する、定額払いとする診断群別の

定額払い方式とするものであります。従来の急性期医療につきましては、基本的には各診

療科ごとに使ったもの、行ったことなどを積み上げていく出来高払いという支払い制度で

行われてきました。しかし、医療財政や医療の質の問題から、一連の診療行為を一まとめ

にして支払う包括評価への移行が検討され、導入されたのがＤＰＣでございます。当院に

つきましても新年度からＤＰＣを導入するものであります。このＤＰＣについては、現状

の治療、いわゆる治療パスありますけれども、治療計画、これらを見直しながら、それか

ら原価管理を十分に行うことでそれにこの医療に占める薬品費や診療材料費等のいわゆる

この材料の改善を図ることでいわゆる増収と費用の削減を図るものでございます。一応対
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策と、具体的な対策といたしましては、１つは院内の物流システム、これについて見直し

を図り、いわゆる民間委託によりＳＰＤ適用品の拡大及び在庫の適正化を徹底するという

一元管理をすることを対策として考えております。また、同種同効品の統一を図る、これ

についてはいわゆる安価な製品へのいわゆる切りかえを図ると。さらには、ジェネリック

医薬品の採用拡大を図るということでございます。この採用、ジェネリック医薬品の採用

につきましては、平成１８年度採用品５．４７％でありましたけれども、２０年度２月末

段階では１０．３９％と品目数もふえております。さらには、最終的には医師や看護師を

含めた職員の意識改革、これによりましてコスト意識の改善を図るということであります。

職員全体の意識が重要となりますので、これらが経営に関する共通認識を持ちながら取り

組む必要がありますし、またこれらに向けては経営情報の開示や具体的な実施に向けて各

職、職種から成る検討会を設置しながら協議実施してまいりたいというふうに考えており

ます。

それと、人件費の割合が高くなっているというお話でございました。これは、当然新病

院改築に向けて不足する看護婦、これらを先取りして採用している状況にあります。ただ、

医療中心になる医師については現在のところ当初予定の人員には、改築までの人員には及

びませんけれども、当然新しい病院になりますと救急救命センターの関係もありますから、

当然そういった科の医師も必要でありますし、現在放射線科等診断、治療、これを含めて

その部分については不足している状況がありますけれども、こういう医師が不足する大学

の状況もありながらも、ある程度当院につきましては一定の医師が現段階では確保してい

るというふうには一応考えております。

最後ですけれども、いわゆる国や道、これらの要望についてお話ありました。これにつ

いては、医師の派遣になりますけれども、現在行っている医師の派遣につきましては２次

医療圏の中において一定の医療機関へ一応派遣をしております。ただ、道の対策として１

９年度以降道と医師会、それから道の病院協会が窓口になって臨時的な緊急医師派遣事業、

これを行っておりますけれども、我々としては恒常的に医師の派遣を行っている当院のよ

うなセンター病院として役割に見合った立場で負担金や補助金等について一応要求はして

おりますけれども、なかなかこれが進まない状況であります。ただ、今後近隣の市町村に

ついては現在行っている医師の派遣、これについては負担金等についても一応見直しを図

るよう協議を進めておりまして、あわせて近隣市町医療機関、さらには道の医療政策部門

へ今後も継続してこれらについては対策講じるよう進めていきたいというふうには一応考

えております。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 雇用対策につきましても私のほうからご答弁を申し上げます。

雇用対策につきまして昨年の１２月からハローワークと協議をしてございまして、奈井
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江のほうに季節雇用なり、期間雇用の方々が奈井江の企業のほう２社におられますので、

それらの関係で切られて相談に来られた方がおられますかということで常時ハローワーク

と協力していたわけでございますけれども、２市２町の中では２２名ほど該当者がおられ

ますけれども、それらの方につきましては、これらの会社につきましては雇用保険がちゃ

んとしてございまして、なかなかそのついている間については相談に来られないのだとい

うことで、恐らく３月末ごろには何らかの動きがあるでしょうという話はいただいてござ

いました。そして、今回の第２次補正の中の雇用対策なのですけれども、実を言いますと

国のほうでも雇用対策は後のほうで追加で出てきたという経過がございまして、砂川市の

ほうに文書で来たのも後のほうで追加で来たという経過がございまして、すぐ原課のほう

と協議して、なるべく新年度予算に間に合わないかということで協議をしてまいったので

すけれども、やや時間的に相手の企業等いろいろあるものですから間に合わなかったとい

う経過がございまして、これにつきましては新年度の早い時期、４月に税条例の改正もご

ざいますので、臨時議会の中でできれば早急に対応していきたいというふうに考えており

ますので、ご理解を願いたいというふうに思います。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 一般会計のほうは理解をしました。病院のほうはなかなか理解ができま

せん。ただ、理解ができないといっても、これは何とか頑張ってもらうしかないので、本

当に、先ほど医師の派遣の関係にしても少し負担金を高くとおっしゃいましたか。あとは、

やっぱりこれは市長もいろいろな機会があると思うので、センター病院を維持していくた

めにはいろんな意味でやっぱり国や道に向けてのお話をぜひしていっていただきたいなと

いうふうには思っています。

それで、今後の対策ということなのですけれども、実は総務文教委員会でいつも収支状

況について先ほどのように同じような答弁だったものですから、一度患者の動向の資料を

つくってくれないかとお願いをしたことがあります。そして、いわゆる数年間の外来、入

院、あるいは各診療科での患者動向というのをつくってもらいました。つくってもらった

のはいいのですけれども、今までこういうのってなかったのかなというのが素朴な疑問で

して、これは絶対やっていかなければいけませんよね。これからこういういろいろな分析

とか解析とかということをやっぱり常々やっていかないとだめなのだろうなというふうに

思うのです。ただ、それ以降患者動向の資料をつくって以降これをどういうふうに使って

いるのかというのは私は今わかりません。現実の患者動向はわかりますけれども、これを

どう生かして病院の運営に当たっていくのかということを今現在やっているのかどうかと

いうのは私にはわかりませんけれども、ただこれをプロにやらせるとどういうふうになる

かということなのです。ずっと以前のことなのですけれども、こういう患者動向の資料を

プロに渡すと、この周辺の今後の人口推計、あるいはどこの病院にどういう患者さんが多

く通っているのか、全部まとめてこれからの市立病院の患者動向というのをつかめるので
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す。そこのごく一部の資料なのですけれども、これからの外来は２０２５年になったとき

ほとんど今よりも多くなるという１００％を超えていく疾患というのは３つぐらいしかな

いような予想になります。一番大きいのは目です。これは高齢化ですから、きっと白内障

だとかそういうことになると思うのです。次は循環器、それから先は整形です。これから

先中空知全体もかなり急激な人口減が図られて、当然人口が減っていくということは患者

さんも減っていくということなのです。その後に入院も一応分析はあるのですけれども、

入院の関係はそれぞれの科でまあまあうちの病院にとってはいい数字になっているのです

けれども、私はこれからこういういろいろなことがとっても大事になってくると思うので

す。今までは、お医者さんに頑張ってもらわなければ、看護師さんに患者さんに対する接

し方を頑張ってもらわなければとずっと思っていたのですけれども、ふと最近気がついた

のは実はお医者さんや看護師さんというのは現場の人で、直接経営ということに頭が働く

人はほとんどいないのだろうなと実は思ったのです。きょう小熊院長いないので、あえて

言ってしまうと患者、いや、お医者さんや看護師さんは手や足ってとっても失礼な言い方

かもしれないけれども、そんなことが言えるのではないかと思うのです。そこをしっかり

動かすのはどこかというと、事務局長を筆頭にした事務方なのだと僕は思うのです。そこ

が先ほどのＤＰＣの関係にしても、ついこの前なのですけれども、ＮＨＫのテレビを見て

いたときに、ちょうどＤＰＣの関係でよその病院はこんなに収益がうまく上がっているの

にうちの病院は何で上がらないのだろうという、それこそそういうテレビ番組をやってい

たのです。そこで一生懸命それを分析しているのは、情報管理課というところの職員だっ

たのですけれども、診療情報管理課というところでした。つまり薬はどれだけ使われてい

るのかよその病院と徹底的に比較をすると、実はそこの病院はお医者さんが勝手にこの薬

出す、同じ病気に対して、私はこの薬を出す、私はこの薬を出す、私はこの注射を打つ、

こっちはこの注射を打つと。それをそうではなくて、１つの薬に統一する、あるいは注射

を１つにする、つまり在庫が少なくなる、そういうことだれがやるのかといったら事務方

だったのです。その事務の事務方は、当然お医者さんや看護師さんにきちっとそれを話し

ていく。僕は、その映像を見ていてびっくりしたのは、お医者さんも何でこんなのだった

のだろうねと。実は、こうこうこうでこうなのですと数字をもとに、グラフをもとにお医

者さんに説明したら、お医者さんもなるほどねと。では、これからそういうふうにやって

みるかという話に、まさに生のテレビでしたけれども、ドラマでも何でもないのですけれ

ども、そんなふうにやっていたのを見ました。

それで、また実はうちの病院のこれはだれでも手に入るのですけれども、組織図のとこ

ろとそして病院の機構図をじっと眺めていたのです。そして、はたとまたこれが気がつい

たのですけれども、うちの病院の事務方というのは若い人極端に少なくありませんか。３

０歳から下の人ってほとんどいないように私は思えるのですけれども、多分若い人たちは

エクセルぐらい平気で使えるのです。今エクセルを使ったら相当な分析、解析できるので
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すけれども、これからもしかすると事務方のマンパワーを強化していったり、組織機能を

しっかり見直していかないと、お医者さんも看護師さんも説得できていかれないのではな

いかなというふうに今思っているのですけれども、先ほど実はテレビの話をしましたけれ

ども、うちにも診療情報室というのは確かにあるのです。ところが、ここの室の一番トッ

プはお医者さんでした。これは、事務方遠慮してしまうのではないかなと思うのです。本

当は一番分析きっちりしなければいけないところがお医者さんがそこはトップになってい

たりしている。やっぱりこういういろんなことを私はそろそろ見直していかなければなら

ない、そうすることによって経営にもつながっていく、経営の改善にもつながっていくの

ではないかというふうに今思っています。ぜひともこれから事務方の強化として、専門的

な事務職員の採用なり、あるいは病院と本庁との人材の交流なり、あるいは先ほど言った

ようにプロがやると意外と簡単にできるものも、素人と言ったら失礼だけれども、余りた

けていない人がやるとえらい時間がかかるというものもあると思うのです。だから、この

際僕は欠損がこうやって出た段階でやっぱり経営診断を一回外に任せてみるとか、コンサ

ルティングを一回やってみるとか、そういうこともぜひ検討の一つとして加えていってい

ただきたいなというふうに思いますが、この辺はどのように考えていらっしゃるかどうか

をお伺いして、終わりたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 現在病院につきましては、いわゆるオーダリング、そ

れから電子化カルテ時代を迎えまして、それぞれの自治体病院、それから民間病院でも変

わらずＩＴ化が非常に進んでおります。また、もう一つは、高度化する医療に関しまして

も各部門での医療機器等の操作など医師を初め技術職員も対応に一応苦慮しているところ

でもあります。先ほどお話ありましたけれども、事務業務においてもＤＰＣの導入により

まして診療報酬に対するコーディング、いわゆる病名、診療内容のチェックなど、医師と

同等の点検作業を行う必要がありまして、これらについても専門的な業務となっておりま

す。ただ、当院の場合については診療情報室、ここには３名在職しておりますけれども、

これらについては一応診療情報士としての資格を有しております。さらに、今後２名ばか

りこの資格を有する予定になっておりまして、精度の高い医療を行う上ではそれぞれの部

門の強化が今後進めて、強化を進めていかなければならないとも思っております。ただ、

今後を見据えれば若い世代の登用も必要かと思いますけれども、ＩＴ化に対応する専門的

な知識、資格を持った人材の登用も将来的には必要とは考えては一応おります。ただ、全

国的に自治体病院の中でもいわゆる病院職員のプロパー化、いわゆる専門家、これが求め

られております。当院については、ほとんどが病院職員として従事しております。現在求

められる業務をこなすには、いわゆる専門的な資格取得も研修も必要であり、また病院改

築後の体制など今後の組織のあり方については今後考えていかなければならないと考えて

おりますので、ご理解を願いたいと思います。
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〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） 私は、平成２０年度一般会計補正予算に対して総括質疑をさ

せていただきます。既にお二人の方から質疑がありますけれども、１つは地域活性化・生

活対策事業、２つ目に子育て応援特別対策事業、３つ目に定額給付金事業の３点について

質疑をさせていただきたいと思っております。この３つの事業は、いずれも国の第２次補

正予算に係るもので、既に国会でさまざまな議論が行われてきましたが、それぞれの事業

の目的など基本的な点についてお伺いをしたいというふうに思います。

まず、地域活性化・生活対策事業についてであります。政府は、急激に悪化する景気対

策として、先ほど総務部長のご答弁にもありましたように第１次補正予算で地域活性化・

緊急安心実現総合対策交付金を交付し、さらに今回の第２次補正予算では地域活性化・生

活対策臨時交付金として６，０００億円を計上し、そのうち市町村に３，５００億円程度

を配分、そして政府はこの交付金を有効に活用し、積極的に地域の活性化と生活対策に取

り組んでほしいというふうに述べて、地方再生戦略の３つの柱、生活対策の３つの重点分

野を具体的に示しております。その具体的な内容についてまずお伺いしたいというふうに

思います。それから、この交付金の対象事業は、財政力指数が１．０５％未満の団体に限

るなど、交付対象事業が定められているようでありますけれども、この交付対象事業と交

付限度額の算出方法についてお伺いをしたいというふうに思っております。

次に、子育て応援特別手当支給事業についてお伺いをいたします。経済状況が極めて厳

しい中、子育て世帯への経済支援が求められているのは当然でありますが、今回のこの事

業は生活対策の一環で、多子世帯の幼児教育期の子育ての負担の軽減を図るということが

目的だと言われておりますけれども、先ほど提案ありましたけれども、よくわかりません。

この事業の本来の目的について改めてお伺いしたいというふうに思います。同時に提案で

も説明がありましたように地域の同じような子供を持っている家庭の中でいろいろ不合理

あるいは不公正が生じるのでないかというのが懸念されますので、そういうことが起きな

いのかどうかお伺いしたいと思いますし、またこの事業は本当に少子化対策になるのかど

うなのか非常に疑問の声も上がっておりますので、この点もお伺いしたいというふうに思

っております。

３点目に、定額給付金の事業についてでありますが、既にご質疑がありますけれども、

給付準備のために職員の皆さんは大変ご苦労されておりますけれども、この定額給付金に

ついては第２次補正予算が国会を通過した時点でも世論調査では国民の７５％が評価して

いないと答えたり、去る４日の関連法案が再決議した後も６割以上の国民が評価していな

いという世論調査も出ていると報道されております。先ほどもお話ありましたように、定

額給付金をもらえることは大変よいことなのですけれども、この２兆円に上る税金をもっ

と有効に使ってほしい、ばらまきに終わらせるより今急を要する雇用対策や医師不足対策、

教育や福祉の充実に使うべきだという声が多くの国民の声ではないかというふうに思って
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おります。それからまた、経済効果についても大きな疑問の声が上がっております。先ほ

ど経済部長は４割使えば０．２％の引き上げ、全額使えば０．４％というご答弁ありまし

たけれども、しかし民間の調査では消費に回るのはそんなに全然ないと。３割以下ですし、

内閣府の試算でも国内総生産を押し上げる効果は０．１％、よくても０．１５％にすぎな

いのでないかというふうに、これは政府が言っているわけですから、さらに政府の財政等

審議会でさえ消費効果は恐らくほとんどないだろうと。緊急支援とは全く言えない。病院

のたらい回しで人が死んでいるのに、医療対策に使うべきだというのがこれも政府の財政

の審議会さえそういうふうな意見で出ているという状況であります。したがって、この給

付金の目的は、生活対策なのか、景気対策なのか、あるいはばらまきなのか、地域の経済

振興に役立つか、さまざまな疑問の声が上がっておりますから、国の制度でありますから

砂川市はこれを支給しないというわけにはいきませんけれども、この給付金制度に対する

市長の評価と基本的な認識について私はお伺いしたいなというふうに思っております。

それから、支給基準や支給方法については先ほどご答弁もありましたし、既に新聞など

でも報道されております。砂川市の支給開始、発送は３月６日の発送するということにな

りますけれども、具体的に支給になるのがそれからいろいろ郵送してということでいつご

ろになるのか、支給開始の見通しについてお伺いしたいのと、口座振り込みが原則だとい

うふうにされていますけれども、テレビ報道見ると現金で支給している自治体もあったり

して、市民の中にはどうだというような声もありますので、国の指導は一体どんなふうに

なっているのかお伺いして、１回目の質疑をいたします。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 （登壇） それでは、私のほうから臨時交付金制度の中の地方

再生戦略の３本柱、生活対策の３つの重点分野の内容と、それから交付対象事業と交付限

度額の算出方法についてご答弁を申し上げます。

まず、臨時交付金制度の目的と内容でございます。地域活性化・生活対策臨時交付金は、

急激な金融経済情勢の変化に対応し、国民生活と日本経済を守るため昨年１０月３０日に

新たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議で決定された生活対策

において地域活性化等に資するきめ細やかなインフラ整備などを進めるために交付すると

され、国の第２次補正予算に６，０００億円が計上されたものであります。この交付金は、

地域活性化等に資する事業として昨年１２月１９日に地域活性化統合本部会合で改定され

た地域成長力の強化、地域生活基盤の確保、低炭素社会づくりを３つの柱とする地方再生

戦略、または生活者の暮らしの安全、金融経済の安定強化、地方の底力の発揮を３つの重

点分野とする生活対策に対応する事業を行うため、地方公共団体が策定した地域活性化・

生活対策実施計画に基づく事業に要する経費に交付することで、地域活性化等の速やかか

つ着実な実施を図るものであります。

次に、交付対象事業と交付限度額の算出方法についてでありますが、交付対象事業につ
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きましては、先ほど小黒議員のほうにでもご答弁を申し上げましたけれども、国庫補助事

業については第２次補正に計上されたものであり、地方単独事業については１０月３１日

以降に実施されるものとされましたが、砂川市としましては該当する補助事業がないため

に単独事業が対象となるものであります。交付限度額につきましては、普通交付税に平成

２０年度から設けられております地方再生対策費、この算定額に過疎地域などの市町村区

分に対応する率、財政力指数から求められる率、内閣総理大臣が定める率を乗じて算定さ

れるものであり、砂川市は１億１，３３５万１，０００円となったところであります。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 私から子育て応援特別手当の関係で３点、目的、そ

して不合理、不公正が生じないか、そしてまた少子化対策になるのか、この３点について

ご答弁を申し上げます。

１点目の特別手当の目的についてまずご答弁申し上げます。国では子育て応援特別手当

は、現在の厳しい経済情勢において多子世帯、いわゆるお子さんが２人以上の世帯の小学

校就学前３年間の幼児教育期の子育てを経済的に支援することを目的としております。

次に、２点目の不合理、不公正が生じないかとのご質問についてご答弁申し上げます。

この子育て応援特別手当のまず対象世帯は、平成２１年２月１日現在の住民登録において

平成２年４月２日から平成１７年４月１日生まれまでの子が２人以上いる世帯のうち、平

成１４年４月２日から平成１７年４月１日生まれまでの子供が第２子以降である場合１人

につき３万６，０００円を支給するものですが、本市の対象世帯は２４５世帯と見込んで

おります。また、この不合理、不公正が生じないかとのことでありますが、一般的に１８

歳に到達する年度までは稼得能力がないことから、１８歳以下である平成２年４月２日生

まれから第１子と数えることとしております。また、３歳以下の平成１７年４月２日生ま

れ以降の子は満３歳に達するまで児童手当が５，０００円増額され、１万円を支給してい

るところであります。このようなことから、国においては生年月日で対象範囲を限定し、

多子世帯の経済的支援を行うものであり、不合理、不公正がないよう子育て応援特別手当

を創設したものと考えております。

３点目の少子化対策になるのかとのご質問でありますが、国においては急激な社会経済

状況の低迷により第２次補正予算の生活対策の一環として多子世帯の幼児教育期の子育て

家庭の負担に対する配慮して支給するものであり、少子化対策ではなく多子世帯の子育て

費用の負担軽減という生活支援として平成２０年度限りの緊急措置を実施するものであり

ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） 定額給付金についてご答弁したいと思うのですが、国会

の中で麻生総理が答弁二転三転をされまして、国民的になかなかこの賛意というものは少

ないのだろうと。当時は生活支援、これをもらうのはさもしいではないかというお話しさ



－50－

れまして、その後景気対策なのだと、経済対策なのだ、だから私はもらいますというよう

なご答弁があったりして、必ずしも国民的に受けたような状況になかったと思うのです。

ただ、私の立場は、これは国の法律に基づいて補正予算を提案をさせてもらいました。そ

して、議会で承認いただければ即交付をしたいという立場に立ってこれを予算編成をして

いる立場からすると、その態度はおわかりだと思うのですけれども、あえてそのことにつ

いてコメントは差し控えたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 （登壇） それでは、私のほうからは、定額給付金の２番目に

ありましたいつごろ定額給付金の支給がされるのかということについてまずご答弁をさせ

ていただきたいと思います。

定額給付金の申請手続につきましては、給付申請受け付け開始日から６カ月が申請期限

となってございます。定額給付金総額と事務経費の補正予算が可決、承認されましたら、

速やかに市内の全世帯主に特定記録郵便で申請書が郵送されます。現在３月１６日を給付

申請開始日として予定しておりますので、６カ月後の９月１６日が申請期限となります。

世帯主の方は、申請書に住所、氏名を記入していただいて、金融機関名と口座番号を記入

され、公的身分証明書の写しとご希望される振り込み先の預金通帳等の写しを添付され、

同封しました封筒で返送していただくことになります。返送された申請書の記載内容を確

認後、支出命令の内部決裁を了し、決定通知書を世帯主に送付します。予定では４月中旬

に一斉に口座振り込みをいたす計画となってございます。

それから、３点目の口座振り込みが原則で現金はというご質問でございましたが、まず

高齢者の方は社会保険庁からの年金給付など口座振り込みでございますので、口座をお持

ちの、で開設されております。会社員などの方はお給料が口座振り込みだったり、クレジ

ットご利用の方も金融機関の引き落としなど口座が開設されております。それ以外の方で

仮に口座開設されていない方につきましては、市役所の窓口で現金支給となります。定額

給付金の給付は、最初に原則となっております口座振り込みを優先します。その次に口座

がない方の現金支給となります。市役所に現金支給を希望されて来庁され、申請されたそ

の日のうちに窓口での給付はできません。定額給付金給付事業は、国の補助事業でござい

ますから、申請書を窓口で受理した後、公金の支出命令、給付の決定を行い、本人に決定

通知書を郵送して、現金支給日を改めて指定します。したがって、再度市役所に来ていた

だき、窓口で現金支給を受けることとなりますので、口座振り込みの方よりもおくれた給

付となります。また、金融機関で口座開設されているにもかかわらず現金給付を希望され

る方につきましては、原則であります口座振り込みにご理解、ご協力をいただくようにお

願いし、窓口で説明してまいりたいと考えております。

以上でございます。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。
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〇土田政己議員 それでは、再質疑をさせていただきます。

まず、地域活性化・生活対策事業でありますけれども、先ほど総務部長から地域再生戦

略３つの柱、それから生活対策の３つの重点分野がございましたけれども、さらにその３

つの柱、３つの重点分野のきめ細かい中身は、今回のこの第２次補正は、先ほどもありま

したけれども、第１次補正の場合は緊急安全実現総合対策事業で、今回の場合は地域活性

化と同時に生活対策臨時交付金というのを事業として位置づけられているのです。したが

って、先ほどの答弁ではインフラ整備がということが中心だといいますけれども、インフ

ラ等というのがついていまして、インフラだけではないのです。この地域成長、成長力の

強化では、地域の独自の工業製品の開発やブランド化、地域の資源を生かした観光振興な

どにもしなさいと。それから、地域性を考慮した地産地消、新エネルギー導入の促進にも

活用できるというようなものもありますし、それから生活対策３つの分野では、生活者の

安心した、暮らしの安心のためにこのものを使えということになっているのです。家計の

緊急支援対策、雇用セーフティーネット強化対策、生活安心確保対策、それから金融経済

の安定対策では中小企業への支援対策、地方の底力では今言った公共事業もあるのでしょ

うけれども、ですからインフラ整備や公共事業が中心では、だけではないのです。したが

って、私思うのは、全道各地もいろいろ私も見ました。さまざまなそういう形で組まれて

いるのです、生活対策についても。例えば農業の分野にもお金も使われている。それから、

私が、私が１２月議会で質問しました火災警報器の助成金にも使われている自治体も生活

支援対策としてある。さまざまなことは使えるのです。ですから、先ほど小黒議員が言い

ましたけれども、政府もこのお金を有効に使ってほしいというふうに述べられているので、

今組んだ事業が私だめというわけではありません。ないのだけれども、生活支援対策とい

うところが抜けているのでないかと思うのです、砂川市の場合は。そうすると、この国が

言っている今回の事業と違うのでないかと。使うところがいっぱいありますよね、先ほど

言った火災報知機もありますし、今の、後でも私質問しようと思っていますけれども、農

家の肥料高騰対策にも使えるし、各自治体いろんなところで、中小企業の利子補給にも使

っているところもありますし、さまざまな使い方というのがあるのです。ですから、もっ

と知恵を出せば市民の生活者の暮らしの安心、それから金融経済の安定化のためにこのせ

っかくの１億以上のお金を活用とする点でどうだったのかなと。先ほど小黒議員も話あっ

たように本当に市の内部もそうですし、私としては多くのところでこれ市民の意見という

か、事前に議会の意見も聞いてやっている自治体も結構あるし、市民の意見も聞いている

ところもあるのです。ですから、そういう意味ではやっぱり有効活用するためにどのよう

な努力をされたのかという点ではちょっと私は残念に思うので、ここはちょっと改めてお

伺いしたいというのがまず１つです。

それから、子育て応援特別支援対策事業は、部長、非常にわかりづらいのです、一般の

市民の皆さんには。例えば３歳から５歳児なのですけれども、これも先ほど生年月日の話
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がありましたけれども、書いてある文章を見て、平成、いや、２０年のですね、平成２０

年の３月３１日で満何歳とか、２１年の３月３１日だとかというようなこともあって、ち

ょっとその基準日を正確に教えていただきたいというのが１つです。

それから、３歳児から５歳児に該当する場合、先ほど言った第１子に当たらないわけで

すから、例えば４歳の子は第１子であるために、例えば４歳の子と３歳の子といても４歳

の子はまだ当たりませんわね。それから、４歳の子と２歳の子が双子いても全部当たらな

いですね、対象にはならないと。さまざまなケースがあるのです。第１子の人が１８歳以

上超えていれば、次の人も第１子と認められるというようなこともあって、物すごくわか

りづらくて、私たちの小さい子供さんいるところで、だれがどの人がどう当たるのだろう

と。同じような家庭で、ここの家庭は当たるけれども、こっちの家庭はちょっとした条件

で当たらないというようなことになるものですから、これもさっき市長言った国の決めた

ことで、ここの市町村でどうにもなることではありませんけれども、非常に私自身も理解

するのにわかりづらい中身だと思います。ですから、誕生日等の説明を正確にきちっとす

ることと、それからこの制度をやっぱりきちっとわかるように、そういう対象世帯の方に

徹底しないと、だれが対象なのかというのは一般の人にはわからぬのでないかというふう

に考えます。それで、この対象者へのＰＲとか、あるいは徹底とかいうことについてはど

のようにお考えになっているのか。ちょっと広報だけで書いても物すごくわからないと思

うのです、この点でいうと。したがって、そのあたりのことをもう一回お伺いしたいのと、

本来であればやっぱり５歳児以下の皆さんに交付されれば一番ありがたいことですし、少

子化対策にもなるのですけれども、先ほど部長が言ったように少子化対策でもないと。生

活支援対策といってもかなり限定されてしまうというようなこともありますので、このあ

たりその趣旨の内容の徹底についてお伺いしたいなというふうに思っております。

最後に、定額給付金については市長はコメントをしないということですから、これ以上

聞くわけにはいきませんけれども、そのことだけお伺いして、２回目といたします。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 事業選択についての再度の質問と、それから市民の意見を聞く

必要もあったのではないかということでございます。今回のこの地域活性化・生活対策臨

時交付金でございますけれども、スケジュール的に大変厳しいものがございまして、空知

支庁のほうから限度額ないし要綱案が示されたのが１２月２５日でございました。そこで、

すぐ２９日の日ですか、各部長にその要綱案の内容等を集まっていただいてその中身につ

いて周知を図りまして、１月、当時空知支庁のほうで言ってございましたのは１月２１日

までに提出してくださいという話でございましたので、１月１４日までに各部でこの生活

対策なり、地方戦略の項目、幅広くございますので、この中から建設事業、またはソフト

事業も含めて検討していただきたいということで周知したのが１２月２９日でございまし

た。その後に空知支庁のほうから１月２１日が締め切りですよということでございました
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けれども、１月１６日までに出してくださいという通知が来てございまして、１４日が締

め切りでしたので、１４日の日に早急に各部のやつを集約いたしまして、そして１６日に

理事者ヒアリングを開いて、開催して、その日に空知支庁のほうに計画書を送ったという

ことで、通知来てから決定、そして空知支庁に計画書を出すまでの期間が実質的には非常

に短かったというのが１点ございます。

ただ、それにしましても各部がそれぞれ経済部なり、市民部それぞれ現状いろんな課題

を把握している中で、その中からこの要綱とあわせていろいろ検討されて出された事業、

決定した事業以外にも若干もう少しございましたけれども、余り多くは現実的にはなかな

か短い期間の中では出てこなかったというのがございますけれども、それらを踏まえて、

単年度限りの処置であるということと、それから交付金のそれぞれの内容を踏まえまして、

先ほど答弁申し上げましたけれども、なかなか、総務省も言っているのでございますけれ

ども、なかなか教育委員会なんかは補助がなくて、地域の要望があってもできないところ

も有効に活用できますよねというような担当のほうの審議官からの話もございましたけれ

ども、それらや、単独事業のそれらとか、どうしても必要な単独事業について行う、行う

という、行ったということでございますので、この辺につきましては先ほど生活者の暮ら

しでいろいろあるのではないかというお話もございました。ただ、生活者の暮らしの中の

項目につきましては、定額給付金だとかそれぞれ子育ての関係だとか、国の制度のほうで

かなり補完されているというような状況もございましたので、理事者の責任において執行

権の範疇で決めさせていただけたと、いただいたということでご理解を願いたいというふ

うに思います。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 子育て応援手当の基準日でございますけれども、申し上げまし

たとおり平成２１年２月１日現在砂川市に住所がある方でございます。

対象年齢で、生年月日で区切っておりますけれども、この考え方といたしましては１４

年４月２日から１７年４月１日生まれということでございます。１４年４月２日から１５

年４月、１５年の４月１日生まれ、このお子さんはことしの４月に入学する方であります。

平成２１年２月１日現在では就学１年前ということでございます。この中で、また１５年

の４月２日から１６年の４月１日まで、このお子さんは２２年、来年の４月に入学をする

ということで、就学前２年ということでございます。残る１６年４月２日から１７年４月

１日は２３年４月に入学するお子さんでありまして、就学前３年前ということで、年齢的

にいきますと基準日が２月１日ですから、ですけれども、おおむね６歳、５歳、４歳、就

学前３年ということでございます。

そこで、このような生年月日で区切って、一部理解しづらいといいますか、そういう面

もありますので、周知の方法については万全を期したいというふうに思っています。まず、

広報すながわで３月１５日号でもちろん周知をいたしますけれども、該当と思われる方に
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ついてはリストアップをいたしまして、３月１６日に直接郵送をすることにしております。

その際にはこの生年月日のみならず、ケースとして第１子、第２子、第３子といろいろご

ざいますから、ケースとしてこういう場合、こういう場合、こういう場合については何名

分が該当になりますよということもあわせまして対象となる世帯についてはきめ細かに郵

送でお知らせをしていきます。また、今考えてございますのは、砂川市のホームページは

もちろんでございますけれども、保育所、幼稚園、子育て支援センター、そしてまた今教

育委員会ともこれからご相談いたしますけれども、何とか今いる小学校１年生、これから

新入学になる方、１年生について今ほど言いました詳しいケースを含めて周知をすればお

おむね該当になるならないということで行き渡るのでないかなというふうに考えてござい

ます。

続きまして、少子化対策、支援対策ということでありますけれども、これについてはあ

くまでも生活支援対策という考え方であります。国では、では少子化対策についてはどう

なのだということになりますと、先ほどお話もありましたけれども、妊婦健診、これらに

ついては補助金分について、公的負担について５回から、年数の期限はありますけれども、

１４回にする、これらは一応国としても少子化対策という整理していますし、また出産一

時金、これについては現在３８万円でありますけれども、これらについても平成２１年度

にまた見直すような方向、拡大していくような方法の情報もございます。また、保育料、

これにつきましてはごくごく最近で、先週の金曜日に道のほうから通知が来たのでありま

すけれども、２１年度以降ということですから２１年の４月になるのだろうと思うのです

けれども、第３子以降については何か無料というようなことで先週の金曜日に通知も来て

いる。国としては、これら申し上げました妊婦健診あるいは出産一時金、保育料、これら

を子育て支援という位置づけをしていますから、今回のこの子育て応援特別手当について

は生活支援ということで、少子化対策とは別枠というふうに考えてございます。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 それでは、最後ですけれども、地域活性化・生活対策事業の経過はわか

りましたけれども、でも先ほど話ありましたようにこれからもいろいろ雇用対策事業たく

さんのものが出てくるわけで、やっぱり国が言っておりますそれを有効にどう活用するか

というのは相当やっぱり知恵を使わなければいけないものだというふうに思うので、ぜひ、

今度の点はいろいろ各部から出てこなかったとか時間がなかったとかということがあるよ

うでありますけれども、やっぱり今度のやつを教訓にしながら、やはり本当に今の急激に

悪化する景気対策としてどう活用するのが一番有効なのかというのがやっぱり問われる中

身でもあるし、そのために補正予算が組まれたり、予算が組まれているものでありますか

ら、そういう形で今後とももっとやっぱり議会や市民の皆さんの声を聞くようにしていた

だきたいなというふうに思います。

それから、子育て応援のほうは、今部長ありましたように今の部長の答弁だといわゆる
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４歳から６歳ということなのですね。新聞なんかの報道ですと３歳から５歳というふうに

報道されている。だから、非常に紛らわしいのです、そこのところは。ですから、そうい

う意味ではやっぱり皆さんにわかるように、きちっとお話ありましたようにそういうこと

をしていただいて、支給漏れのないような体制もとっていただきたいということを申し上

げまして、終わります。

〇議長 北谷文夫君 他に発言ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで議案第１号から第７号までの一括総括質疑を終わります。

以上で各議案に対する総括質疑を終わります。

お諮りします。

ただいま議題となっております８議案は、議長を除く議員全員で構成する第１予算審査

特別委員会を設置し、これに付託して、会期中審査を行うことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、そのように決定しました。

◎休会の件について

〇議長 北谷文夫君 お諮りします。

第１予算審査特別委員会における審査が終了するまで本会議を休会することにご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、これで本会議を休会します。

◎散会宣告

〇議長 北谷文夫君 以上で本日の日程はすべて終了しました。

本日はこれで散会いたします。

散会 午後 ３時１３分


